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１１１１    法人の概要法人の概要法人の概要法人の概要    

(1) 法人の名称 

  地方独立行政法人北海道立総合研究機構 

 

(2) 設立目的 

  農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関す

る試験、研究、調査、普及、技術開発、技術支援等を行い、もって道民生活の

向上及び道内産業の振興に寄与する。 

 

(3) 事業内容 

  ①農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関す 

る試験、研究、調査、技術開発を行うこと。 

②前号に掲げる業務に関する普及及び技術支援を行うこと。 

③試験機器等の設備及び施設の提供を行うこと。 

④前３号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

(4) 役員の状況 

  理事長  丹保  憲仁 

  理 事  喜多   廣 

  理 事  下小路 英男 

理 事  遠藤   滋 

  監 事  大石  一良 

 

(5) 事業所等の所在地 

【本        部】 ：札幌市北区北 19 条西 11 丁目 

 

【農業研究本部】     

中央農業試験場 ：夕張郡長沼町東 6 線北 15 号 

岩見沢試験地 ：岩見沢市上幌向町 217 番地 

遺伝資源部  ：滝川市南滝の川 363-2 

上川農業試験場 ：上川郡比布町南 1 線 5 号 

天北支場   ：枝幸郡浜頓別町緑ヶ丘 8 丁目 2 番地 

道南農業試験場    ：北斗市本町 680 番地 

十勝農業試験場    ：河西郡芽室町新生南 9 線 2 番地 

根釧農業試験場    ：標津郡中標津町旭ヶ丘 7 番地 

北見農業試験場    ：常呂郡訓子府町字弥生 52 

畜産試験場      ：上川郡新得町字新得西 5 線 39 番地 

花・野菜技術センター ：滝川市東滝川 735 番地 
 

【水産研究本部】 

中央水産試験場    ：余市郡余市町浜中町 238 番地 

函館水産試験場    ：函館市湯川町 1 丁目 2 番 66 号 

釧路水産試験場    ：釧路市浜町 2 番 6 号 

加工利用部     ：釧路市仲浜町 4 番 25 号 

網走水産試験場    ：網走市鱒浦 1 丁目 1 番 1 号 

加工利用部     ：紋別市港町 7 丁目 8 番 5 号 

稚内水産試験場    ：稚内市末広 4 丁目 5 番 15 号 

栽培水産試験場    ：室蘭市舟見町 1 丁目 156 番 3 号 

さけます・内水面水産試験場 ：恵庭市北柏木町 3 丁目 373 番地 

道北支場      ：増毛郡増毛町暑寒沢 1265-1 

道南支場      ：二海郡八雲町熊石鮎川町 189-43 

道東支場      ：標津郡中標津町丸山 3 丁目 1 番地 10 

道東内水面室    ：網走市能取港町 1 丁目 1 番地 
 

【森林研究本部】 

林業試験場      ：美唄市光珠内町東山 

道南支場      ：函館市桔梗町 372-2 

道東支場      ：上川郡新得町字新得西 2 線 

道北支場      ：中川郡中川町字誉 300 

林産試験場      ：旭川市西神楽 1 線 10 号 
 

【産業技術研究本部】 

工業試験場      ：札幌市北区北 19 条西 11 丁目 

野幌分場      ：江別市野幌代々木町 76 番地 

食品加工研究センター ：江別市文京台緑町 589 番地 4 

 

 

ⅠⅠⅠⅠ    総括実績総括実績総括実績総括実績    
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【環境・地質研究本部】 

環境科学研究センター ：札幌市北区北 19 条西 12 丁目 

道東地区野生生物室 ：釧路市浦見 2 丁目 2 番 54 号   釧路総合振興局内 

道南地区野生生物室 ：檜山郡江差町字橋本町 72 番地 1 

地質研究所      ：札幌市北区北 19 条西 12 丁目 

海洋科学研究センター：小樽市築港 3 番 1 号 
 

【建築研究本部】 

北方建築総合研究所  ：旭川市緑が丘東 1 条 3 丁目 1-20 

構造計算適合性判定センター 

：札幌市中央区北 3 条西 7 丁目  道庁別館西棟 4 階 

 

(6) 組織 

 

別途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 沿革 

  道立試験研究機関は、道民生活の向上や道内産業の振興を目指して、研究開

発等を行い、その成果を道民に還元してきたが、近年の道民ニーズの複雑化、

多様化などの情勢等を踏まえ、道立試験研究機関が果たしてきた機能の維持・

向上を図り、これらの変化に対応できる組織とするため、平成 22 年４月１日

に 22 の試験研究機関を統合して、地方独立行政法人北海道立総合研究機構（以

下、「道総研」という。）を設立した。 

現在、農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野

や地域における課題などに対応した研究開発、技術支援等を実施している。 

 

(8) 職員の状況（平成 22 年４月１日現在） 

   （注）再雇用短時間勤務職員及び非常勤職員を除く 

 

(9) 理念 

道民生活の向上及び道内産業の振興に貢献する機関として、未来に向けて夢

のある北海道づくりに取り組みます。 

【使命】 

わたしたちは、北海道の豊かな自然と地域の特色を生かした研究や技術

支援などを通して、道民の豊かな暮らしづくりや自然環境の保全に貢献し

ます。 
 

【目指す姿】 

わたしたちは、世界にはばたく北海道の実現に向け、幅広い産業分野に

またがる試験研究機関としての総合力を発揮し、地域への着実な成果の還

元により、道民から信頼され、期待される機関を目指します。 

区  分 研究職 船員・技師等 事務職 計 

本 部 １０ － ４０ ５０ 

農 業 研 究 本 部 ２９０ ９９ ７１ ４６０ 

水 産 研 究 本 部 １５３ ５９ ３４ ２４６ 

森 林 研 究 本 部 １１２ １４ ３５ １６１ 

産業技術研究本部 １０８ ３ ２４ １３５ 

環境・地質研究本部 ６３ － １４ ７７ 

建 築 研 究 本 部 ４５ － １１ ５６ 

計 ７８１ １７５ ２２９ １，１８５ 

（人） 

理事長 理 事 

監 事 

経営企画部 

研究企画部 

連携推進部 

農 業 研 究 本 部 

水 産 研 究 本 部 

森 林 研 究 本 部 

産業技術研究本部 

建 築 研 究 本 部 

環境・地質研究本部 

農業試験場（☆中央、上川、道南、十勝、根釧、 

      北見、畜産、花・野菜） 

水産試験場（☆中央、函館、釧路、網走、稚内、 

栽培、さけます・内水面） 

☆林業試験場、林産試験場 

☆工業試験場、食品加工研究センター 

☆環境科学研究センター、地質研究所 

☆北方建築総合研究所 

※ ☆印：研究本部の企画等を担う組織 
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【行動指針】 

わたしたちは、研究者倫理や法令を遵守し、道民本位の視点とたゆまぬ

向上心を持って、新たな知見と技術の創出に努めるとともに、公平かつ公正

なサービスを提供します。 

 

(10) 中期目標 

  ①研究の戦略的な展開及び成果の普及 

  ②総合的な技術支援及び社会への貢献 

  ③連携の推進 

  ④広報機能の強化 

 

 

２２２２    業務全体の実績に関する自己点検評価業務全体の実績に関する自己点検評価業務全体の実績に関する自己点検評価業務全体の実績に関する自己点検評価    

(1) 総括 

  本法人は、22の道立試験研究機関を統合し平成22年４月の発足後、概ね順調

に運営を行っている。初年度として、中期目標、中期計画全体を見据えながら、

統合の効果を高めていくため、各業務の効率的な推進の検討や制度整備につい

て、特に重点的に取り組んだ。 

研究の状況として、道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究である戦略

研究は、法人の複数の試験研究機関や大学、企業等が連携し、「北海道の総合

力を生かした付加価値向上による食産業活性化の推進」「「新たな住まい」と

森林資源循環による持続可能な地域の形成」「地球温暖化と生産構造に対応で

きる北海道農林業の構築」の３課題を実施した。５年の研究期間において開発

した研究成果について、順次、企業に技術移転するなどの取組を展開していく

こととしている。 

また、実用化・事業化を目指す重点研究については31課題に取り組んだほか、

経常研究や一般共同研究、公募型研究等を推進した。全体として、各研究課題

を着実に推進している。 

さらに、職員の研究開発能力の向上を目指して、自由な発想により研究課題

に取り組む「職員研究奨励事業」を実施（26課題）し、研究の拡大・深化や、

将来の研究に向け基本的な知見の獲得、成果の普及定着を進めた。 

なお、研究課題の設定や推進手法等については、研究課題マップ等により、

各研究本部や試験研究機関が有する知見を共有し、相互の活用促進を図った。 

技術支援については、技術相談等の充実・強化を図るため、総合相談窓口を

本部に設置し、各種相談に一元的に対応できる体制を整備した。試験研究機関

においては、工業製品や食品加工のほか、農業の病害虫などの技術相談や、水

産業の種苗生産や疫病対策、木材加工施設の経営診断などの技術指導等を行っ

た。試験依頼については、耐候性試験などの依頼件数が減少傾向にあるが、ホ

ームページの活用や利用の手引を作成するなどして、利用拡大に向けた取組を

実施した。 

外部機関との連携を図るため、企業や大学、研究機関等と連携協定を締結（ 

11件）し、広範な事業を伴う組織間の連携の基盤を整備するとともに、協定に

基づく各種事業を平成23年度に本格実施できるよう取組を進めた。また、外部

機関の人材６名を連携コーディネーターとして委嘱し、研究・技術支援・普及

事業の推進等を行った。 

また、研究成果の利活用を促進するため、刊行物やホームページ等による研

究成果の公表を積極的に行ったほか、市民向けセミナー等を新たに開催するな

ど広報事業を展開した。 

業務運営については、研究職員採用試験を実施し、平成23年1月1日付け及び

同年4月1日付けで計15名を採用（決定）した。研修など人材の育成を図るとと

もに、人事評価制度や勤勉手当に係る勤務実績評価制度を導入したほか、本部

への事務集約や本部一括契約など事務改善、経費の効率的執行に努めた。 

さらに、運営や研究活動に関して外部の知見を活用するため、経営諮問会議、

顧問懇話会、研究評価委員会など学識経験者や産業界の有識者からなる委員会

等を設置し、助言等をいただいた。 

今後も、中期目標の達成に向けて、法人内外との連携を強化しながら、総合

力を発揮し、理念に掲げる未来に向けて夢のある北海道づくりに取り組むもの

である。 

 

 (2) 計画の全体的な進捗状況 

  平成 22 年度の年度計画の進捗状況を把握するため、全 122 項目について自

己点検評価を行った結果、Ａ評定 113 項目（92.6％）、Ｂ評定 9 項目（7.4％）

となり、全体として概ね計画どおり取組を実施し、一定の成果を上げることが

できた。 

  なお、各項目の進捗状況は次のとおり。 
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第１分野（97 項目）は、Ａ評定 90 項目（92.8％）、Ｂ評定 7 項目（7.2％）と

なり、依頼試験、試験機器等の設備の提供件数等を除いて、概ね計画どおりに取

組を実施した。 

 なお、研究推進項目（46 項目）は、計画どおり研究を推進したことからすべて

Ａ評定となった。 

主な内容は次のとおり。 

 

○戦略研究（No.５） 

道総研内の複数の研究分野及び大学や企業等との連携を効果的に活用し、北

海道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究を戦略的に推進した。 

新規課題（２課題） 

    『北海道の総合力を生かした付加価値向上による食産業活性化の推進』 

     （平成22～26年度：６機関、ノーステック財団、ＪＡ、食品企業等） 

農水産物の生産・加工流通・消費に関する情報収集と国内外市場の

動向に基づいた食関連技術開発戦略の策定などについて取り組んだ。 
    

『「新たな住まい」と森林資源循環による持続可能な地域の形成』 

      （平成22～26年度：４機関、森林組合、住宅関連団体、木材加工・住宅 

建築企業等） 

地域のための「新たな住まい」の構築や「森林資源の循環利用シス

テム」の構築などについて取り組んだ。 
 

継続課題（１課題） 

   『地球温暖化と生産構造に対応できる北海道農林業の構築』 

    （平成21～25年度：７機関、北海道大学、２企業） 

気象変動が道内主要作物に及ぼす影響の予測や農林バイオマス資 

源の特性評価と有効利用策などについて取り組んだ。 

 

○重点研究（No.６） 

道の政策課題などに対応した事業化・実用化につながる研究・技術開発や緊

急性の高い研究・技術開発を、幅広い観点からの研究評価（外部評価）のもと

重点化を図り実施（31課題）し、農業４、水産５、森林５、産業10、環境・地

質３、建築４課題について他の研究本部や大学等と連携しながら取り組んだ。 

 

主な課題 

・地域特産作物の安定生産を阻害する種苗伝染性ウイルスの検査技術の開発 

・脱血処理による道産サケの高品質化と安全供給システムの開発 

・カラマツ大径材による建築用材生産技術の検討 

・大規模農業に向けた走行安定化機能を搭載した高速農作業機械の開発 

・土砂災害軽減のための地すべり活動度評価手法の開発 

・道内資源の使用量拡大を目指した建材開発と利用法に関する研究 

 

○研究区分別の実績（No.５～11） 

区  分 課題数 実績額(千円) 

①戦略研究 No. 5 3 45,239 

②重点研究 No. 6 31 154,805 

③経常研究 
 

経常研究  

No. 7 
 237 294,396 

 職員研究奨励 26 29,308 

④道受託研究 No. 8 47 156,381 

⑤公募型研究 No. 9 212 816,468 

⑥一般共同研究 No.10 174 130,038 

⑦受託研究 No.11 119 381,175 

計 849 2,007,810 

                       

○研究評価（No.13～14） 

・各研究本部では、研究課題検討会において大学等の外部有識者の意見を取り

入れながら新規課題や終了課題の研究成果等の検討を行い、その結果を踏ま

えて自己点検評価を実施した。 

・法人本部では、研究評価委員会を開催し、戦略研究２課題の事前評価、重点

研究課題 21課題の事前評価及び 12課題の事後評価に係る外部評価を実施し

た。 

・研究評価委員会における外部評価等を踏まえ、戦略研究の事前評価、重点研

究の事前・事後評価に係る理事長による総合評価を実施し、翌年度における

実施課題の決定等に反映した。 

・実施課題についての必要性や、実用化・普及方法など課題設定の検討のあり

方について改善すべき事項があり、本部及び研究本部において、研究課題検

討会のあり方について検討を行った。 

第１第１第１第１    住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を    

達成するためにとるべき措置達成するためにとるべき措置達成するためにとるべき措置達成するためにとるべき措置    
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○技術支援（No.20～31） 

・各研究本部・試験研究機関及び本部の総合相談窓口において技術相談を受け、

関連する技術や研究成果などの情報を相談者に提供するとともに、一部の相

談内容については、技術指導や共同研究等への展開を図った。 

・魚介類の種苗生産や防疫対策、製造現場における工程改善、地質災害や温泉

に関する現地指導など、各試験研究機関の分野に応じた技術指導を行った。

また、各種委員会の委員就任、セミナー等への講師派遣、業界紙・専門誌へ

の原稿執筆依頼等にも随時対応し、外部からの技術的な支援要請に積極的に

協力した。 

・企業等からの依頼により、肥料や水産物の成分の分析や測定、木材や機械部

品の強度試験や性能試験、製品や建築物の品質、性能の評価などを行った。

また、道総研が有する各種測定機器や試験機器、インキュベーション施設等

を提供（開放）し、企業等の技術開発、研究開発を支援した。 

・技術相談の相談内容は各試験研究機関の研究分野に応じたものが主であった

が、複数分野に関連する案件については、道総研内部の連携を活用して対応

した。また、道総研で対応できない相談内容については、大学等の対応可能

な外部機関を紹介するなどし、可能な限り相談者の助けとなるような対応に

努めた。 

・ホームページやメールマガジン等を活用して手続きの方法や利用料金、機器

の紹介を行うことにより、依頼試験や設備提供等の利用者の拡大を図った。 

 

○外部機関との連携（No.42～43） 

・本部において、北海道、（財）北海道科学技術総合振興センター、北洋銀行、

（独）寒地土木研究所、日本ハム（北海道との３者協定）及び中央大学と道

総研全体に関わる連携協定を締結した。 

・各研究本部・試験研究機関において締結した連携協定等に基づき、共同研究

の実施、研究交流会・現地技術講習会の開催、人材交流等を行った。 

・国、市町村、大学、金融機関等の人材を連携コーディネーター（６名）とし

て委嘱し、外部機関との連携基盤の構築や、研究・技術支援等の取組を進め

た。 

                 

○広報活動（No.49～50） 

・年報の発行、配布のほか、ホームページ等で研究成果の発表、普及等を行っ

た。 

・研究成果発表会、公開デー等の開催については、水産研究本部及び森林研究

本部では、研究本部としての成果発表会を開催したほか、上川管内３試験研

究機関が連携し、公開デーを開催した。 

・林業試験場、工業試験場、食品加工研究センター及び北方建築総合研究所で 

は、メールマガジンを活用し各種情報を発信した。 

・科学技術を身近に知ってもらうための参加体験型の「サイエンスパーク」を

開催（共催）したほか、「ものづくりテクノフェア 2010」など外部機関が

主催する展示会等に出展した。 

・研究成果等を市民に分かりやすく伝える「道総研ランチタイムセミナー」を

開催（11 回）するとともに、道本庁舎１階交流広場において、道総研の組

織概要や活動等を PR する常設展示を行った。 

 

○研究推進項目の状況（No.77～122） 

区       分 課題数 実績額(千円) 

農 業 No. 77- 82 ６項目 303 931,091 

水 産 No. 83- 89 ７項目 115 334,361 

森 林 No. 90- 97 ８項目 129 187,084 

産 業 技 術 No. 98-104 ７項目 159 268,290 

環境及び地質 No.105-114 10 項目 110 172,239 

建 築 No.115-122 ８項目 71 88,323 

計 46 項目 887 1,981,388 

注）課題数は、複数の試験研究機関が実施した場合、各機関毎に記載。 

実績額は、普及費等を含まない。 

 

 (1) 農業に関する研究推進項目 

□小麦 1 品種、大豆 1 品種、やまのいも類 1 品種、メロン 1 品種を育成し、新た

に北海道優良品種に認定された。 

□水稲「ゆめぴりか」の品質管理目標などによる新たな水田利用技術の高度化、

小麦「きたほなみ」などの安定栽培法の開発のほか、ミニトマトの生産安定化

やブルーベリーの幼木期生育促進技術開発、自給飼料を活用した乳牛飼養技術

などに取り組み、安定生産に寄与した。 

□道内主要農作物の DNA マーカー利用による品種判別技術の開発や大豆「ユキホ
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マレ R」、小豆「きたあすか」等の基本系統の選定など遺伝資源の管理と有効

活用を行った。    

□主要作物における気候変動の影響予測についての成果を取りまとめた。また、

「環境と調和した草地の施肥管理マニュアル」を平成 23 年 3 月に刊行した。 

□減化学肥料などクリーン農業高度化技術の経済効果や、農業生産費及び農家の

収益構造の把握手法の開発により、高収益・低コスト経営の確立に寄与した。 

 

(2) 水産に関する研究推進項目 

□マナマコ及びホッコクアカエビを対象としたマリンブロードバンドを活用し

たリアルタイム水産資源評価の成果から、迅速な水産資源評価及び情報発信に

寄与した。 

□早期採苗手法を利用したチヂミコンブ促成養殖技術の開発により、宗谷漁業協

同組合が実施する養殖試験で活用された。 

□免疫染色によるホタテガイ浮遊幼生判別技術を普及するとともに、採苗不振に

関する成果が得られ、ほたてがい漁業生産の安定化に寄与した。 

□脱血処理装置を開発し特許出願するとともに、脱血処理による製品品質の向上

の成果が得られ、道産水産物のブランド化支援に寄与した。  

□北見管内で野生サケに関するデータ収集が行われ、秋サケ MSC 漁業認証（水産

エコラベル）審査用のデータとして活用された。   

 

(3) 森林に関する研究推進項目 

□防雪林造成・管理技術や、法面における樹木の利用技術などの成果が得られ、

森林の多面的機能の発揮に寄与した。 

□アオダモ植栽技術の改善やカラマツ資源の循環利用などの成果が得られ、林業

の持続的な発展に寄与した。 

□農産廃棄物利用ペレットの製造技術に関して、南幌町、訓子府町などへ技術支

援を行い、成果が活用された。 

□木材・アルミ複合サッシの遮炎性能付与技術が、サッシメーカーの性能評価試

験に活用された。 

□道産カラマツを用いた 2×4 工法用製材に関する JAS 認定を取得し、民間企業

によりわん曲集成材を用いた製品の販売などに活用された。 

 

(4) 産業技術に関する研究推進項目 

□環境負荷の少ない高分子系複合材料の開発で得られた難燃剤の知見及びプラ

スチック複合材料の知見をもとに、企業と共同で木質ブラインドの新製品を開

発するとともに、防炎化技術に関する特許を出願した。 

□コンブ乾燥作業を対象に、生体情報計測試験による負荷データ測定などを行い、

作業負担を軽減するコンブ作業省力化スーツを試作し、水産業の振興に寄与し

た。 

□バイオリサイクル医療に関して、抜去歯から脱灰象牙質マトリックス顆粒を作

成する手法を開発し、医療機関（共同研究機関）が顆粒について臨床試験を実

施し有効性を確認するなど、健康・バイオ関連産業の振興に寄与した。 

□防腐剤処理木材の計測システムの開発により、建設廃材を安全に再資源化する

ことが可能となるなどの成果が得られ、廃材の安全性確保やリサイクル向上に

寄与した。 

□えん下機能の低下等に対応した高齢者向け食材の加工技術を確立し、道内企業

への技術移転を進めるなど、高齢化の進展に対応する研究成果が得られ、新た

な市場向けの製品づくりに寄与した。 

 

(5) 環境及び地質に関する研究推進項目 

□エゾシカやヒグマの生息環境等に関する成果が得られ、道の施策の推進に寄与

した。 

□大気・水・化学物質など有害物質に係るモニタリング調査、騒音や振動など地

域環境の調査を行い、地域環境の確保に向けた取組に寄与した。 

□自然災害リスク評価手法や、土砂災害軽減のための評価手法の開発などにより、

地質災害の防止と被害軽減に向けた取組に寄与した。また、ホームページで、

地すべり分布に関する GIS（地理情報システム）情報の発信を開始した。 

□サハリン石油開発における災害・流出油影響評価などに関する研究の成果とし

て、漂着油を追跡する漂流ブイが製品化された。 

□温泉資源や地下水資源に関する研究から成果が得られ、適正な開発・利用保全

に向けた取組に寄与した。 

 

(6) 建築に関する研究推進項目 

□断熱材の長期性能維持や窓の断熱性をはじめとする諸性能の向上などの成果

が得られ、快適性・経済性と調和した省エネルギー技術、地域性を考慮した省

エネルギー技術の開発に寄与した。 
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□地盤置換工法の蓄熱効果と地中熱利用に関して、水平採熱管によるヒートポン

プ暖房の可能性を明らかにし、企業等への技術移転に取り組んだ。 

□高層公共賃貸住宅の雪対策手法については、旭川市の公営住宅の実施設計に活

用された。 

□想定地震決定手法、地震被害想定手法・ツールの開発、都市災害データベース

構築などの成果が得られ、北海道の想定地震の見直し及び地域防災計画の見直

しに活用された。 

□塩ビサイディングによる超長期住宅外装システムで開発した、新築・改修に対

応可能な付加断熱工法は、民間企業に技術移転した。 

 

 

第２第２第２第２    業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置    

第２分野（９項目）は、Ａ評定７項目（77.8％）、Ｂ評定２項目（22.2％）と

なり、企業、大学、国や市町村等の研究機関との相互交流等を除いて、概ね計画

どおりに取組を実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○組織運営・体制の改善（No.52～54） 

・より効果的・効率的な組織運営を行うため、意思決定の仕組みについて検証

し、下位の職や研究本部等への権限委譲などの見直しを行い、関係規程等を

改正した。 

・組織の運営や体制の改善、見直し等を進め、各研究本部の責任と裁量に基づ

くことを基本としながら、平成 23 年度の組織機構改正を行った。 

（組織機構改正の概要） 

・農業研究本部 

中央農業試験場作物開発部の研究主幹を兼務から専任化 

   ・産業技術研究本部 

     他の研究本部との均衡を考慮し、研究本部総務部長を新設し総務課長

を兼務させ、食品加工研究センターの総務部長を廃止し総務課長を専

任化 

 ・建築研究本部 

     性能評価課を企画調整部から総務部に移管 

     都市防災分野を環境科学部建築環境グループから居住科学部居住科

学グループに移管 

    ・道からの派遣職員の減員 

 

○事務処理の改善（No.55） 

・事務処理の改善や管理経費の節減を図るため、「事務改善に関するガイドラ

イン」を策定した。 

・事務処理手順や業務内容を検証し､事務決裁、収入・支出事務等の本部集約、

自動車リース契約等の一括契約などの見直しを行った。 

・管理経費の節減を図るため、パソコン、複写機、業務車などについて、複数

年契約を実施した。 

 

○道民意見の把握と業務運営の改善（No.56） 

・各研究本部・試験研究機関において、成果発表会や公開デー等の参加者に対

してアンケート調査を実施し、得られた意見や要望等を踏まえ開催内容の充

実を図った。 

・研究ニーズに係る要望・意見の把握や成果の普及等のため、企業・団体等へ

の訪問を実施した。 

 また、各研究本部・試験研究機関においては、関係団体等との連絡会議や意

見交換会等を通じて意見、要望を収集し、業務内容の改善に活用した。 

・各地域において道が開催する会議の場を活用し、市町村職員への道総研のＰ

Ｒや意見交換を実施した。 

 

○人材の採用、配置、育成（No.57～59） 

・研究、技術支援業務等を円滑に実施するため、職員採用計画を策定するとと

もに、研究職員の採用試験を実施し、15 名の採用を決定した（１月１日付

け６名、４月１日付け９名）。 

・研究開発機能をより充実させるため、研究職員の人事異動に当たり、部門を

超えた広域的な配置を行った。 

・必要な資質、能力の向上を図るため、階層別研修や、海外研修等の専門研修

を実施した。 

 

○評価制度等の導入（No.60） 

・職員の意欲と能力の向上を図るとともに、士気高揚を喚起し、職員一人ひと
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りが組織目標の実現に向かって能力を最大限発揮し、組織全体を活性化する

ことを目的に、人事評価制度や勤勉手当に係る勤務実績評価制度を導入した。 

・職員の永年勤続表彰を行うとともに、研究業績については、理事長表彰のほ

か知事表彰を導入し、基礎的、基盤的研究にも対象を広げて、表彰を行った。 

・研究・発明発見：知事表彰 1 組 6 名、理事長表彰 2 組 2 名 

・永 年 勤 続：理事長表彰 20 名 

 

 

第３第３第３第３    財務内容の改善に関する目標を達成するための措置財務内容の改善に関する目標を達成するための措置財務内容の改善に関する目標を達成するための措置財務内容の改善に関する目標を達成するための措置    

第３分野（８項目）は、Ａ評定８項目（100％）となり、計画どおりに取組を

実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○財務内容の透明性の確保（No.61） 

・財務内容の透明性を確保するため、いつでも外部の方々がその内容を閲覧す

ることが出来るよう、財務諸表をホームページで公表することとしたほか、

財務内容を分かりやすく記載した「決算の概要」を作成し、財務諸表とあわ

せて公表することとした。 

 

○知的財産の有効活用（No.64） 

・職務発明等の認定及び道総研が特許等を受ける権利の承継を決定し、道総研 

として特許等を出願・審査請求・保有し、知的所有権の保護を図った（職務 

発明等の認定 23 件、特許等出願 21 件）。 

・道総研保有特許権等の企業等における活用を図るため、北海道知的所有権セ

ンターに所属する特許流通アドバイザー等と連携しながら、実施許諾の促進

を図った（実施許諾締結 81 件）。 

・道及び農業団体等と連携して、出願公表された品種の周知など新品種の利用

許諾の促進を図った（新品種の利用許諾 ８件）。 

 

○経費の効率的な執行（No.66） 

・毎月、予算差引一覧表を作成し、役員会において経費の執行状況及び運営状

況等の分析を行った。 

・会計担当職員を対象に、会計研修、会計監査人の実地監査時における会計に

係る講習、財務会計システム研修等を実施した。 

 

 

第４第４第４第４    その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置    

第４分野（８項目）は、Ａ評定８項目（100％）となり、計画どおりに取組を

実施した。 

 実施した主な内容は次のとおり。 

 

○施設・設備の整備、活用（No.69～70） 

・保全業務要領及び施設の長期保全計画を策定した。 

・道に準拠したファシリティマネジメント（ＦＭ）の取組を進めるため、「保 

全マニュアル」を策定した。 

・スペースの有効活用を図るため、道の事例等を情報収集し、今後の利活用に 

当たっての参考資料とした。 

・各試験場庁舎の年間光熱水費データを取りまとめ、今後の年度間及び類似庁 

舎の比較・検証の際の基礎データとした。 

 

○法令遵守、安全管理、情報セキュリティ管理（No.71～73） 

・法令遵守及び不正行為の防止のため、研究本部に対する通知等により周知・

徹底に取り組んだ。 

・業務執行における中立性と公平性を確保するとともに、研究活動における不

正行為の防止を図るため、階層別の研修（研究部長級、研究主幹級、主査級）

において、法令遵守や倫理に関するカリキュラムを実施した。 

・職場の労働災害及び健康障害を防止し、職員の安全及び健康を確保するため、

労働安全衛生管理体制を整備し、安全衛生委員会の開催や研修の実施などの

取組を行った。 

・「セキュリティポリシー」を策定するとともに、その要点をまとめたリーフ

レットを作成し、ネットワーク利用者全員に周知した。 



№

第1
1

(1) 研究ニーズの把握と対応 (1) 研究ニーズの把握と対応
ア 研究ニーズの把握

道民、市町村、道の普及組織等から幅広く、地域固有のニーズ
を収集する。

また、企業や関係団体、道をはじめとする行政機関等から幅広
く、専門的なニーズを収集する。

イ 研究ニーズへの対応
研究ニーズの調査結果に対しては、道の施策や技術の現状と将

来方向等を踏まえ、迅速かつ的確に対応方針を決定する。

(2)  研究の重点化 (2) 研究の重点化

ア 重点領域

道総研が有する資源を最大限有効に活用するとともに、外部機
関等との密接な連携により、道内産業の競争力の強化や持続的に
発展可能な社会の実現に寄与する研究を重点的に推進する。

また、道の重要な施策や道民ニーズ、技術の現状と将来方向等
を踏まえ、中期目標期間中に重点的に取り組む次に掲げる分野を
重点領域として位置付け、戦略的な展開を図る。
　①　豊かな１次産品を活用した食産業の育成
　②　道内企業のイノベーションの推進
　③　北海道の環境の維持・向上への取組

イ 重点領域における展開の検証
道の施策や道民ニーズ、社会情勢の変化等に着実に対応できる

よう、重点領域における具体的な展開について、中期計画期間中
に検証し、必要な見直しを行う。

(3) 研究の推進 (3) 研究の推進
ア 研究推進項目 ア 研究推進項目

中期目標における研究の推進方向等を踏まえて、中期計画期間
において取り組むべき研究分野を研究推進項目として別紙のとお
り定め、重点的に取り組む研究や分野横断的な研究などを推進す
る。

研究分野毎に定めた研究推進項目（別紙）を踏まえて、重点的
に取り組む研究や分野横断的な研究などを推進する（農業６項
目、水産７項目、森林８項目、産業技術７項目、環境・地質10項
目、建築８項目）。

イ 研究課題マップ イ 研究課題マップ
研究課題の中長期的な位置付けや関連性を体系的に把握するこ

とが可能な研究課題マップを作成し、研究を戦略的に推進する。
研究課題マップを作成し、研究課題の設定や分野を超えた連携

の推進に活用する。

3 Ａ ○研究分野毎に定めた研究推進項目（別紙）を踏まえ、重点的に取り組む研究
や分野横断的な研究などを推進した（農業6項目、水産7項目、森林8項目、産
業技術7項目、環境・地質10項目、建築8項目）。

4 Ａ ○類似課題や役割分担を明らかにし、分野横断型の研究課題設定等に活用する
ため、研究課題マップを作成した。

・平成23年度から実施する研究課題への対応については、平成21
年度に道が実施した試験研究課題要望調査の結果に基づき、研究
課題を選定する。
・平成23年度から道と連携して実施する地域固有のニーズ及び専
門的なニーズについて、把握する手法を定める。
・年度途中における新たな研究ニーズに対しても、必要性を検討
した上で、対応する。

2 Ａ ○平成23年度に重点的に取り組むべき研究開発の重点化方針を7月27日に策定
し、3つの重点領域の中から、重点的に推進する項目や、これに基づく課題を
設定した。

①　豊かな1次産品を活用した食産業の育成
　・豊かな食生活を支える農林業の推進
　・水産物の高度利用を目指した地域水産業の強化
　・一層の競争力を持った道産食品を生み出す力強い食品工業の構築

②　道内企業のイノベーションの推進
　・技術力の向上による林業・木材関連産業の振興
　・住宅・建築産業の活性化による地域社会の整備
　・道内産業の振興を図るための産業技術の高度化
　・成長が期待される新産業・新事業の創出

③　北海道の環境の維持・向上への取組
　・環境と調和した持続的農業の推進
　・地域の特性に応じた森林づくりとみどり環境の充実
　・循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な社会の実現
　・自然災害などの防止と被害の軽減

重点領域として位置付けた次の分野について、研究資源の選択
と集中の観点から研究課題を設定するなど、積極的な展開を図
る。
　①  豊かな１次産品を活用した食産業の育成
　②  道内企業のイノベーションの推進
  ③  北海道の環境の維持・向上への取組み

3333 ＣＣＣＣ 0000

1 Ａ ○平成21年度試験研究課題要望調査（道）の結果に基づき、23年度から実施す
る研究課題への対応について検討を行い、研究課題を選定した。

・研究ニーズ把握件数　　　    261 件
  (平成21年度末に道が実施した件数)

ＢＢＢＢ 7777 ＣＣＣＣ 0000
研究の戦略的な展開と成果の普及 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 62626262 ＢＢＢＢ

ＡＡＡＡ 113113113113 ＢＢＢＢ 9999

住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 90909090

ＣＣＣＣ 0000
項目数計項目数計項目数計項目数計 122122122122

中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

Ⅱ　項目別実績Ⅱ　項目別実績Ⅱ　項目別実績Ⅱ　項目別実績 ＳＳＳＳ 0000
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

ウ 戦略研究 ウ 戦略研究
理事長のマネジメントにより、研究資源の重点化と適切な配分

を行い、道の重要な施策等に関わる分野横断的な研究を、企業、
大学、国の研究機関等や道総研内の緊密な連携の下に実施する。

・理事長のマネジメントにより、重点領域に関わる分野横断的な
研究を、企業、大学、国の研究機関等や道総研内の緊密な連携の
下に実施する。
・戦略研究課題数：３課題

エ 重点研究 エ 重点研究
理事長のマネジメントにより、事業化、実用化につながる研究

や緊急性が高い研究を、企業、大学、国の研究機関等や道総研内
の緊密な連携の下に実施する。

・理事長のマネジメントにより、事業化、実用化につながる研究
や緊急性が高い研究を、企業、大学、国の研究機関等や道総研内
の緊密な連携の下に実施する。
・重点研究課題数：３１課題

オ 経常研究 オ 経常研究
技術力の維持、向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発

につながる先導的な研究、環境や資源等の継続的な調査、地域固
有のニーズに対応した研究、実用化につながる研究等を実施す
る。

なお、研究の実施に当たっては、各研究分野相互の連携を十分
に図るとともに、緊急の課題に対しても柔軟に対応する。

・技術力の維持、向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発
につながる先導的な研究、環境や資源等の継続的な調査、地域固
有のニーズに対応した研究、実用化につながる研究等を実施す
る。
・研究の実施に当たっては、研究分野相互の連携を図るととも
に、必要に応じて年度途中においても対応する。
・経常研究課題数：２１９課題（年度当初）

カ 道受託研究 カ 道受託研究
道との緊密な連携の下に、道が主体となって実施する事業に基

づく研究や調査を実施する。
・道との緊密な連携の下に、道が主体となって実施する事業に基
づく研究や調査を実施する。
・道受託研究課題数：２８課題（年度当初）

7 Ａ ○技術力の維持、向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発につながる先
導的な研究、環境や資源等の継続的な調査、地域固有のニーズに対応した研
究、実用化につながる研究等を実施した。

【実施状況】
・経常研究課題数    237課題
・実 績 額　　　　  294,396千円

○「職員研究奨励事業」により、組織全体の研究開発能力向上及び職員モチ
ベーション向上を図った。

【実施状況】
・職員研究奨励事業　 26課題
　　・業績型研究課題　　　　　　5課題
　　・シーズ探索型研究課題　　　8課題
　　・技術支援型研究課題　　　 13課題
・実 績 額　　　　　 29,308千円

8 Ａ ○道との緊密な連携の下に、道が主体となって実施する事業に基づく研究や調
査を実施した。

【実施状況】
・道受託研究課題数  47課題
・実 績 額　　　　  156,381千円

5 Ａ ○中期計画に定める3つの重点領域に対応し、新たに選定した2課題と継続1課
題の分野横断的な研究を実施した。

・重点領域①『豊かな1次産品を活用した食産業の育成』
　新規課題（平成22～26年度）
　「北海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活性化の推進」
　（農業、水産、産業技術研究本部）

・重点領域②『道内産業のイノベーションの推進』
　新規課題（平成22～26年度）
　「『新たな住まいと』森林資源循環による持続可能な地域の形成」
　（建築、森林、産業技術研究本部）

・重点領域③『北海道の環境の維持・向上への取り組み』
　継続課題（平成21～25年度）
　「地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築」
　（農業、森林、産業技術研究本部）

【実施状況】
・戦略研究課題数　  3課題
・実 績 額　　　  　45,239千円

6 Ａ ○道の政策課題などに対応した事業化・実用化につながる研究・技術開発や、
緊急性の高い研究・技術開発を、幅広い観点からの研究評価(外部評価)のも
と、重点化を図り実施した。

【実施状況】
・重点研究課題数　  31課題
・実 績 額　　　  　154,805千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

キ 公募型研究 キ 公募型研究
企業、大学、国等の研究機関及び行政機関との連携の下、公募

型の研究に積極的に取り組む。
・国等の競争的資金の情報を道総研全体で共有し、企業、大学、
国等の研究機関及び行政機関との連携の下に、公募型の研究に積
極的に取り組む。
・大学や研究開発・産業支援機関等と連携を図り、公募型研究の
管理業務の実施に取り組む。

ク 一般共同研究 ク 一般共同研究
　道総研と企業等の技術や知見を活用した研究を実施する。
　年度途中からの開始についても柔軟に対応する。

・道総研と企業等の技術や知見を活用した研究を実施する。
・必要に応じて年度途中においても対応する。

ケ 受託研究 ケ 受託研究
　企業や行政機関等からの依頼による研究を実施する。
　年度途中からの開始についても柔軟に対応する。

・企業や行政機関等からの依頼による研究を実施する。
・必要に応じて年度途中においても対応する。

企業、大学、国等の研究機関及び行政機関と共同して実施する
研究については、次のとおり数値目標を設定する。

企業、大学、国等の研究機関及び行政機関と共同して実施する
研究の目標値は、次のとおりとする。

(4) 研究の評価 (4) 研究の評価
ア 研究本部における評価 ア 研究本部における評価

研究課題検討会を開催し、それぞれの専門分野に関わる外部有
識者の意見を取り入れた研究課題の検討を実施する。

・研究課題検討会を開催し、新規課題、進捗状況及び研究成果の
検討を行う。

また、研究課題検討会の結果を踏まえて、自己点検評価を実施
する。

・研究課題検討会の結果を踏まえて、自己点検評価を実施する。

13 Ｂ ○研究課題検討会を開催し、新規課題や進捗状況及び研究成果の検討を行っ
た。

○各研究本部における外部有識者の構成や検討方法など、評価のあり方につい
て課題があり、その改善に向けた取組を行った。

【実施状況】
・専門部会開催　農業6部会、水産3部会、森林2部会、産業2部会、
　　　　　　　　環境・地質2部会、建築1部会

・重点研究　　　農業1、水産2、森林3、産業7、環境・地質5、
　　　　　　　　建築3課題について評価を実施
　
・経常研究　　　農業43、水産16、森林15、産業21、環境・地質11、
　　　　　　　　建築2課題について評価を実施

11 Ａ ○年度を通じ、企業や行政機関等からの依頼による受託研究を実施した。

○前年度実績に対して5％減、予算額対比4％減となった。

【実施状況】
・課 題 数　　　    119課題
・実 績 額 　       381,175千円

12 Ａ 　企業、大学、国等の研究機関及び行政機関と共同して実施する研究の実績値
は、次のとおりである。

9 Ｂ ○大学や企業等の外部機関と連携し、国や団体の公募方式による研究開発制度
を積極的に活用した研究を実施した。

○前年度実績に対して18％増、予算額対比13％減となった。

【実施状況】
・公募型研究課題数　212課題
・実 績 額　　　 　 816,468千円

10 Ａ ○年度を通じ、企業等と共同研究を実施した。

○前年度実績に対して10％増、予算額対比8％減となった。

【実施状況】
・課 題 数　　　    174課題
・実 績 額　        130,038千円

目標値(平成26年度）

200件

設 定 内 容

外部との共同研究の件数

目標値(平成22年度）

180件

設 定 内 容

外部との共同研究の件数

実績値(平成22年度)

174件

設 定 内 容

外部との共同研究の件数
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 法人本部における評価 イ 法人本部における評価
研究評価委員会を開催し、研究課題評価（外部評価）を実施

し、自己点検評価及び外部評価の結果を踏まえ、理事長による研
究課題の総合評価を実施する。

・研究評価委員会を開催し、戦略研究及び重点研究の課題評価に
ついて、外部評価（事前・中間・事後）を実施する。

また、評価結果については、次年度以降の研究の組み立てや事
業運営等に反映する。

・自己点検評価及び外部評価の結果を踏まえ、研究課題の総合評
価を実施する。

・評価結果については、次年度以降の研究課題の選定や研究マネ
ジメント等に反映する。

(5) 研究成果の利活用の促進 (5) 研究成果の利活用の促進
ア 発表会等の開催 ア 発表会等の開催

研究により得られた成果や知見について、成果発表会や研究会
を開催するとともに、製品等を展示会に出展して、積極的な普及
に取り組む。

・道総研全体及び各試験研究機関において研究成果発表会を開催
する。

・特定の技術分野の研究者・技術者が情報や意見を交換する研究
会を開催する。

・展示会等において、製品やパネル等により研究成果や知見をＰ
Ｒする。

イ 刊行物等の発行 イ 刊行物等の発行
研究により得られた成果や知見について、研究報告書や技術資

料等を発行するとともに、ホームページ等により広く公表し、積
極的な普及に取り組む。

・各試験研究機関において研究報告書や技術資料等を発行する。

・ホームページやメールマガジン等において、研究成果や知見を
公表する。

ウ 学術誌等における発表 ウ 学術誌等における発表
研究成果のうち、新たな知見として認められる内容について、

学会等での発表、学術誌等への投稿を行うなど、積極的な情報発
信に取り組む。

・学会やシンポジウム等において、研究成果の発表を行う。

・学術誌や専門誌等において、研究成果の発表を行う。

17 Ａ ○学術誌等において、次のとおり発表を行った。

【実施状況】
・学会やシンポジウム等での発表件数　　738件
・学術誌や専門誌への投稿論文数　　　　222件

15 Ａ ○各研究本部・試験研究機関において、外部の関係者や道民を対象とした研究
成果発表会を開催し、道総研の研究成果や知見を発表した。各分野の関係者が
参加しやすいよう開催時期や開催場所、多様な周知方法、参加者の利便性を考
慮した工夫を行った。

○道総研内外の研究者や技術者が参加する各種研究会を開催し、各分野に関す
る情報交換・意見交換を行った。

○外部機関が主催する展示会等に積極的に参加し、研究成果のPRを行った。

【実施状況】
・研究成果発表会の開催件数 　70件（延べ参加人数　6,066人）
・研究会の開催件数　　　　　113件（延べ参加人数　2,873人）
・展示会等への出展件数　　 　89件

16 Ａ 【研究報告書・年報】
○各試験研究機関において作成し、概ね年1～2回発行しているほか、ホーム
ページ上でも閲覧可能とし、広く周知した。
　
【技術資料】
○各試験研究機関において作成し、定期的に発行した。また、会議、出展イベ
ントなどで配布したほか、ホームページ上でも閲覧可能とし、広く周知した。

【ホームページ・メールマガジン等】
○研究成果や知見を公表したほか、公開デー、道総研ランチタイムセミナーな
ど広報事業において、各種刊行物を広く配布した。

【その他】
○道庁本庁舎1階の常設展示において、刊行物等の配架を行った。

14 Ｂ ○7月20日 研究評価委員会を開催し、戦略研究の事前評価、重点研究の事後
評価を実施した。

○7月27日 研究評価委員会における評価を踏まえ、戦略研究の事前評価、重
点研究の事後評価に係る理事長による総合評価を実施した。

○評価結果を踏まえ、機構内外との連携強化やより実用化に近いレベルの研究
課題の選定など、研究マネジメントへの反映に向けて取り組んだ。

○実施課題の必要性や実用化・普及方法など、課題設定の検討のあり方につい
て改善すべき事項があった。このため、課題検討方法などの改善について、23
年度実施に向けた検討を行った。
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

エ 普及組織と連携した普及 エ 普及組織と連携した普及
農林水産分野における成果や知見について、道の普及組織との

連携により、効果的な普及を進める。
道の普及組織と研究成果や知見に関する情報の共有化を図り、

連携して現地指導や成果のＰＲに取り組む。
　

研究成果の利活用の促進については、次のとおり数値目標を設
定する。

研究成果の利活用の促進の目標値は、次のとおりとする。

第1
2

(1) 技術相談、技術指導の実施 (1) 技術相談、技術指導の実施
ア 技術相談 ア 技術相談

これまでの研究成果や知見、公知の情報等を用いて、技術に関
連する質問や疑問に答える。

・各試験研究機関において、技術に関連する質問や疑問に答え
る。

また、総合相談窓口を設置し、複雑化・多様化する道民や企業
等からの技術的な相談に迅速かつ的確に対応する。

・法人本部に総合相談窓口を設置し、道民や企業等からの技術的
な相談に対して、各研究本部との連携の下、対応する。

イ 技術指導 イ 技術指導
技術的な問題の解決に向けた指導、委員やアドバイザーとして

の専門的見地に立った助言、発表会・講演会や刊行物等における
研究成果や知見の発表など、企業等の要望に応じた機動的なサー
ビスの提供を行う。

・技術的な問題の解決に向けた指導、委員やアドバイザーとして
の専門的見地に立った助言を行う。

また、複数分野の研究職員による技術指導など、道総研の総合
力を発揮した対応を行う。

・企業等からの要望に応じて、発表会・講演会や刊行物等におい
て、研究成果や知見の発表を行う。

・複数分野の研究職員により技術指導や助言を行うなど、道総研
の総合力を発揮して対応する。

ウ 技術審査 ウ 技術審査
外部からの依頼に基づき、技術的な観点からの審査を実施す

る。
外部からの依頼に基づき、技術的な観点からの審査を実施す

る。

22 Ａ ○国や道、団体、金融機関等からの依頼により、公募型事業や助成事業等に係
る技術的な審査を行った。

【実施状況】
・技術審査件数　　　　　        1,148件

0000 ＡＡＡＡ 20202020 ＢＢＢＢ

21 Ａ ○企業等からの分析・調査・技術的な助言等の依頼に対応した。

○企業等からの要望に応じ、委員・講師・アドバイザー等として必要な助言を
行うとともに、刊行物等への寄稿を行った。

【実施状況】
・技術指導件数　　　　　　　　　2,697件

　研究成果の利活用の促進の実績値は、次のとおりである。

0000
20 Ａ ○各研究本部・試験研究機関において、外部からの技術的な問い合わせ・相談

に対応した。

○本部に総合相談窓口を設置し、各研究本部と連携した相談体制を構築するこ
とにより、道民や企業等からの問い合わせ・相談に対応した。

○イベント等の開催時に、総合相談窓口を中心とした道総研の技術相談対応の
仕組みを道民や企業等へPRし、利用を呼びかけた。

【実施状況】
・技術相談件数　　　　　　　　　9,848件
・うち総合相談窓口を通じた件数　  146件

住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果総合的な技術支援と社会への貢献 ＳＳＳＳ 2222 ＣＣＣＣ

19 Ａ

18 Ａ ○農業、水産、森林各研究本部において、道の普及組織との連絡会議等により
研究成果や情報の共有化を図り、研究成果の移転と普及事業の支援を行った。

【実施状況】
・普及組織との連絡会議等の開催件数　　184件

目標値(平成22年度）
2,300件

200件

190件

105件

設 定 内 容
口頭及び刊行物による成果の公表件数
行政施策等に反映された成果の数

企業等で活用された成果の数

普及組織で活用された成果の数

目標値(平成26年度）
2,300件

200件

190件

105件

設 定 内 容
口頭及び刊行物による成果の公表件数
行政施策等に反映された成果の数

企業等で活用された成果の数

普及組織で活用された成果の数

実績値(平成22年度)

2,672件

197件

179件

96件

設 定 内 容
口頭及び刊行物による成果の公表件数
行政施策等に反映された成果の数

企業等で活用された成果の数

普及組織で活用された成果の数
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

エ 技術開発派遣指導 エ 技術開発派遣指導
職員を企業等に中長期間にわたり派遣し、技術的な指導を行

う。
企業等からの要望に応じて、職員を中長期間にわたり派遣し、

常駐して技術的な指導を行う。

技術相談、技術指導については、次のとおり数値目標を設定す
る。

技術相談、技術指導の目標値は、次のとおりとする。

(2) 依頼試験の実施、設備等の提供 (2) 依頼試験の実施、設備等の提供
ア 依頼試験 ア 依頼試験

企業等からの依頼による試験、分析、測定や、製品等の品質・
性能の評価等を実施する。

企業等からの依頼により、試験、分析、測定や、製品等の品
質・性能の評価等を実施する。

イ 試験機器等の設備の提供 イ 試験機器等の設備の提供
試験機器等の設備を利用者へ貸与し、企業等の研究開発などを

支援する。
　企業等からの依頼により、試験機器等の設備を貸与する。

ウ インキュベーション施設 ウ インキュベーション施設
インキュベーション施設を利用者に貸与し、道内企業の新規事

業化を支援する。
企業等からの依頼により、インキュベーション施設を利用者に

貸与する。

エ 建築性能評価 エ 建築性能評価
建築基準法に基づき、構造方法等の認定に必要な建築物の性能

評価を実施する。
・建築基準法に基づき、構造方法等の認定に必要な建築物の性能
評価を実施する。

・企業等からの依頼により、建築性能評価に関わる試験体の製作
を行う。

28 Ａ ○北方建築総合研究所において、建築基準法に基づく建築性能評価を実施し
た。

○事前打合せから試験実施までのスケジュール管理を行い、事業を実施した。

【実施状況】
・建築性能評価の実施件数                6件
・試験体の製作件数　　　　　　　　　　　2件（4体）

26 Ａ ○企業等からの依頼により、利用者の要望に沿った試験機器等の提供を行っ
た。

○ホームページ上での手続きの説明のほか、機器使用の手引きを作成するな
ど、利用者の利便性を考慮した取組を行った。

【実施状況】
・試験機器等の設備の提供件数　　　957件

27 Ａ ○企業等からの依頼により、インキュベーション施設を貸与した。

○ホームページ、メールマガジン、職員による周知等を通じて、企業等に対し
インキュベーション施設の活用を働きかけた。

【実施状況】
・インキュベーション施設の提供日数　　　762日
・インキュベーション施設の利用企業数　　　4社

24 Ａ 　技術相談、技術指導の実績値は、次のとおりである。

25 Ａ ○企業等からの依頼内容を把握し、利用者の要望に沿った試験、分析、測定
や、製品等の品質・性能の評価等を実施した。

○ホームページ上で手続きの説明を行っているほか、成績書発行時に参考資料
を添付するなど、利用者の利便性を考慮した取組を行った。

【実施状況】
・依頼試験実施件数　            2,062件

23 Ａ ○工業試験場の研究職員を、道内中小企業や地域の中核的な試験研究機関等に
派遣し、企業等の技術開発を促進する支援を行った。

【実施状況】
・技術開発派遣指導件数　　　       43件
・技術開発派遣指導派遣日数　      405日

目標値(平成26年度）

12,200件

設 定 内 容

技術相談、技術指導の実施件数

目標値(平成22年度）

12,200件

設 定 内 容

技術相談、技術指導の実施件数

目標値(平成26年度）

12,200件

設 定 内 容

技術相談、技術指導の実施件数

設 定 内 容

技術相談、技術指導の実施件数

実績値(平成22年度)

12,545件

設 定 内 容

技術相談、技術指導の実施件数

14



№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

オ 構造計算適合性判定 オ 構造計算適合性判定
建築基準法に基づき、特定行政庁及び指定確認検査機関から依

頼される構造計算に係る適合性判定を実施する。
建築基準法に基づき、特定行政庁及び指定確認検査機関から依

頼される構造計算に係る適合性判定を実施する。

カ 手続の簡素化 カ 手続の簡素化
利用手続の簡素化を図るとともに、迅速な対応に努め、利用者

の利便性向上を図る。
・銀行振込の導入など、利用者の利便性の向上を図る。

・申込方法を簡素化するなど、迅速な対応に努める。

依頼試験、試験機器等の設備の提供については、次のとおり数
値目標を設定する。

依頼試験、試験機器等の設備の提供の目標値は、次のとおりと
する。

(3) 利用者意見の把握 (3) 利用者意見の把握
　アンケート調査等を行い、利用者意見の把握に努める。 　利用者に対して、満足度調査等を実施する。

(4) 担い手の育成 (4) 担い手の育成
ア 研修会・講習会の開催 ア 研修会・講習会の開催

研修会や講習会等を開催し、研究成果や知見、必要な技術の普
及を図る。

企業等の技術者や地域産業の担い手に対して研修会や講習会等
を開催し、研究成果や知見、必要な技術の普及を図る。

イ 研修者の受け入れ イ 研修者の受け入れ
企業等の技術者や地域産業の担い手、大学等の学生を研修者と

して受け入れる。
企業等の技術者や地域産業の担い手、大学等の学生を研修者と

して受け入れる。

34 Ａ ○各研究本部・試験研究機関において、各分野に関係する企業等の技術者、大
学生等を研修者として受け入れた。

【実施状況】
・研修者の延べ受入人数　　269人

32 Ｂ ○技術相談、依頼試験、共同研究等の利用者に対するアンケート調査につい
て、23年度の実施に向けて調査方法や調査項目等の検討を行った。

33 Ａ ○各研究本部・試験研究機関において、各分野の関係者や道民を対象とした研
修会・講習会を開催した。

【実施状況】
・研修会・講習会の開催件数　　194件（延べ参加者数　6,098人）

30 Ａ ○銀行振込を導入し、利用者の利便性向上を図った。

○ホームページ上での手続きの説明のほか、複数の項目にわたる依頼の場合は
一括請求を行うなど、利用者の利便性向上を図った。

31 Ｂ 　依頼試験、試験機器等の設備の提供の実績値は、次のとおりである。

29 Ａ ○北方建築総合研究所において、建築基準法に基づく構造計算適合性判定審査
を実施した。
　審査にあたっては、判定依頼予定物件に関し、設計者からの事前相談や、設
計意図の把握、審査事項の確実な伝達のためのヒアリングを実施した。

【実施状況】
・構造計算適合性判定の実施件数        421件

目標値(平成26年度）

4,600件

設 定 内 容
依頼試験、試験機器等の設備提供の

件数

目標値(平成22年度）

4,100件

設 定 内 容
依頼試験、試験機器等の設備提供の

件数

実績値(平成22年度)

3,019件

設 定 内 容
依頼試験、試験機器等の設備提供の

件数
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(5) 知的財産の有効活用 (5) 知的財産の有効活用
ア 知的財産の管理 ア 知的財産の管理

研究や技術支援の成果として得られた新しい技術や重要な知見
については、特許等の知的財産として出願・保護するとともに、
新品種については道が認定する農作物優良品種として、適切な管
理を行う。

・研究や技術支援の成果として得られた新しい技術や重要な知見
を、特許等の知的財産として、出願・保護する。

・新品種については道が認定する農作物優良品種として、適切な
管理を行う。

農作物の優良品種数については、次のとおり数値目標を設定す
る。

　農作物の優良品種数の目標値は、次のとおりとする。

イ 外部との連携による利活用促進 イ 外部との連携による利用促進
北海道知的所有権センター等と連携するなど、企業等への特許

等の実施許諾を促進するとともに、新品種の利用許諾の促進を図
る。

・北海道知的所有権センター等と連携し、企業等への特許等の実
施許諾の促進を図る。

・道及び農業団体等と連携し、新品種の利用許諾の促進を図る。

　知的財産の活用については、次のとおり数値目標を設定する。 　知的財産の活用の目標値は、次のとおりとする。

(6) 社会への貢献 (6) 社会への貢献
視察者や見学者への対応、公開デーの開催、各種イベントへの

参画等を通じて、一般市民や子どもたちへの科学技術に対する理
解の増進に取り組む。

・視察者や見学者に対応するとともに、業務に関連した各種イベ
ントへ参画して、一般市民や子どもたちへの科学技術に対する理
解の増進に取り組む。

また、学術に関する学会等の役員、委員等としての活動や、
JICA等の非営利団体が実施する国際協力事業等に協力する。

・各試験研究機関において、公開デーを開催する。

・学術に関する学会等の活動に、役員、委員等として協力する。

・JICA等の非営利団体が実施する国際協力事業等に協力する。

38 Ａ 　知的財産の活用の実績値は、次のとおりである。

39 Ａ ○各研究本部・試験研究機関において、公開デーや体験学習等を実施し、研究
成果のPRと科学技術に対する理解増進に努めた。

○各研究本部・試験研究機関において、視察者・見学者を受け入れた。場内施
設や成果物、説明ビデオ等を活用し、視察者・見学者の要望に沿った対応を
行った。

○公益性が高く、専門的知見が求められる学会役員や各種委員等として協力し
た。

○外務省やJICA等からの依頼を受け、各研究本部・試験研究機関において国際
協力事業等に協力した。

【実施状況】
・公開デー等の実施件数　　　   29件（延べ参加者数　6,152人）
・視察者・見学者の受入件数　　825件（延べ人数　   12,800人）
・学会等役員・委員の受託件数　482件
・国際協力事業等への協力件数   51件

37 Ａ ○北海道知的所有権センターに所属する特許流通アドバイザーと連携して「特
許流通データベース」「開放特許活用集」へ情報の登載を行った。
・実施許諾契約件数　　　81件

○出願公表された品種の周知など道及び農業団体等と連携して、新品種の利用
許諾の促進を図った。
・新品種の利用許諾件数　 8件

○新品種については、品種登録の出願を行い、適切な管理を行った。
・職務育成品種の認定　　7件
・品種登録出願数　　　　7件

　平成22年4月1日付けで北海道から譲り受けた育成者権等について、農林水産
省に対して、育成者権の移転及び出願者の名義変更手続きを完了した。
（育成者権等保有件数）
・登録品種　　　　96件（出願中13件）

36 Ａ 　農作物の優良品種数の実績値は、次のとおりである。

35 Ａ ○特許等を出願・保有し、知的所有権の適切な管理を行った。
・特許権等保有件数　 　82件
・出願中特許等件数　　117件

　平成22年4月1日付けで北海道から譲り受けた特許権等及び出願中特許等につ
いて、特許庁に対して道総研への持分移転登録及び名義変更の手続きを完了し
た。
・特許権等持分移転登録申請　　　　　115件
・出願中特許等の出願人名義変更届　　130件

目標値(平成26年度）

120件

設 定 内 容

農作物の優良品種数

目標値(平成22年度）

120件

設 定 内 容

農作物の優良品種数

目標値(平成26年度）

110件

設 定 内 容

特許等の実施許諾の件数

目標値(平成22年度）

90件

設 定 内 容

特許等の実施許諾の件数

実績値(平成22年度)

128件

設 定 内 容

農作物の優良品種数

実績値(平成22年度)

81件

設 定 内 容

特許等の実施許諾の件数
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(7) 災害時等の緊急対応 (7) 災害時等の緊急対応
ア 災害発生時等の対応 ア 災害発生時等の対応

大規模な災害及び事故の発生に際しては、道との協定に基づ
き、道や市町村が必要とする支援を迅速かつ的確に実施する。

・緊急時の対応について、道と協定を締結する。

・大規模な災害及び事故の発生に際しては、道と連携し、支援を
実施する。

イ 災害等に関係した対応 イ 災害等に関係した対応
大規模な災害及び事故に関連した研究、調査等を道との連携の

下に実施する。
大規模な災害及び事故に関連した研究、調査等を道との連携の

下に実施する。

第1
3

(1) 外部機関等との連携 (1) 外部機関等との連携
ア 連携基盤の構築 ア 連携基盤の構築

事業を伴う連携協定等を締結するとともに、外部人材をコー
ディネーターとして委嘱するなど、連携の基盤を構築する。

・道総研を核として、企業、大学、国等の研究機関、関係団体、
金融機関等との連携体制を構築する。

・大学、国の研究機関等と事業を伴う連携協定等を締結する。

・大学、国等の研究機関等の外部人材をコーディネーターとして
委嘱する。

イ 連携基盤の活用による事業の推進 イ 連携基盤の活用による事業の推進
企業、大学、国・道等の研究機関、関係団体、金融機関等、多

様な外部機関等と連携し、研究から事業化・実用化までの一貫し
た支援を行う。

・企業、大学、国・道等の研究機関、関係団体、金融機関等と連
携し、事業化・実用化を視野に入れた支援を行う。

・連携協定等を活用し、研究、普及、技術支援、人材交流等の事
業を推進する。

・外部のコーディネーターを活用し、研究、普及、技術支援等の
事業を推進する。

43 Ａ ○道総研全体に関わる連携協定に基づき、情報交換会・意見交換会の開催、現
地技術相談会の共催、展示会等イベントへの相互協力等を行った。

○各研究本部・試験研究機関において締結した連携協定等に基づき、共同研究
の実施、研究交流会・現地技術講習会の開催、人材交流等を行った。

○「連携コーディネーター会議」を開催し、道総研内外の連携に関する情報交
換・意見交換を行った。

【実施状況】
・連携基盤を活用して推進した事業の実施件数　279件

42 Ａ ○北海道、（財）北海道科学技術総合振興センター、北洋銀行、（独）寒地土
木研究所、日本ハム（北海道との３者協定）及び中央大学と道総研全体に関わ
る連携協定を締結し、効果的な事業の実施や職員の能力向上及び研究機能の強
化に資する取組を進めた。

○各研究本部・試験研究機関において、大学等と連携協定を締結し、各分野に
関連した取組を進めた。

○国、市町村、大学、金融機関等の人材を連携コーディネーターとして委嘱
し、外部機関との連携基盤の構築や、研究・技術支援等の活発化を図った。

【実施状況】
・連携協定の締結　　　　　　　　 　 11件
　（うち事業を伴った連携協定の件数　 3件）
・連携コーディネーターの委嘱　　　   6名

0000 ＡＡＡＡ 5555 ＢＢＢＢ

住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果連携の推進 ＳＳＳＳ 2222 ＣＣＣＣ 0000

40 Ａ ○平成22年4月1日付けで道との協定を締結するとともに、道と道総研が共有す
る連絡系統表を整理した。

（協定内容）
　「北海道と地方独立行政法人北海道立総合研究機構との災害時等の緊急時に
おける業務連携に関する協定」

○東日本大震災関連調査などの支援のほか、地すべりや魚類へい死などに関す
る調査を行った。

41 Ａ ○竜巻、地すべりなどの災害等に関連した研究、調査等を道と連携して実施し
た。

【実施状況】
・道受託研究等　4件
・技術指導　　　6件
・委員派遣　　　1件
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(2) 行政機関との連携 (2) 行政機関との連携
ア 道との連携 ア 道との連携

情報交換や会議等を通して情報の共有を図り、道の施策に対応
した研究等を推進するとともに、研究成果の施策への反映を図
る。

・道の施策に関する情報の共有を図り、新たに実施する研究等へ
反映する。

また、農林水産分野に関する道の普及組織と分野の特性に応じ
た連携体制を構築し、地域に対する研究成果の普及や技術支援を
行う。

・研究成果に関する情報の共有を図り、道の施策へ反映を図る。

・農林水産分野に関する道の普及組織と連携し、地域に対する研
究成果の普及や技術支援を行う。

イ 国、市町村との連携 イ 国、市町村との連携
国の施策の動向を踏まえた研究を実施するとともに、市町村の

行政課題に対応する研究、技術支援等に取り組む。
・国の施策に関する情報を収集し、国が公募する外部資金研究の
獲得に努める。

・市町村の行政課題に係る研究ニーズを把握し、研究、技術支援
等に取り組む。

(3) 人材の交流と育成 (3) 人材の交流と育成
ア 外部機関等との交流の促進 ア 外部機関等との交流の促進

企業、大学、国や市町村等の研究機関と柔軟な人材交流に取り
組み、組織の活性化と職員の資質の向上を図る。

・企業、大学、国や市町村等の研究機関との相互交流に取り組
む。

・人材交流に関わる手続きの簡素化等に取り組む。

イ 外部機関への派遣研修 イ 外部機関への派遣研修
国内外の大学、研究機関、企業等に職員を派遣し、研究、連携

等に関する研修を行うことにより、職員の技術力向上と研究機能
の強化を図る。

国内外の大学、研究機関、企業等に職員を派遣し、研究、連携
等に関する研修を行う。

　連携の推進については、次のとおり数値目標を設定する。 　連携の推進の目標値は、次のとおりとする。

47 Ａ ○業務に必要な専門知識、技術、資格等を習得させ、研究職員の技術力向上や
研究機能の活性化を図るとともに、試験研究機関に内部の職員や外部の専門家
を派遣し、実践的知識の習得やスキルアップを図った。

【研修制度別の主な実施状況】
・海外研修　　　　　　　　　　　　　　　   2名
・国内研修Ⅰ（国内長期派遣）　　　　　　　 7名
・国内研修Ⅱ（学会等短期派遣）　　　　 　152名

48 Ｂ 　連携の推進の実績値は、次のとおりである。

45 Ａ ○国（独立行政法人を含む）、市町村との連絡会議や意見交換会等を通じ、外
部資金研究に関する情報収集及び研究体制の構築、道総研に対する研究ニーズ
の把握等を行った。

【実施状況】
・市町村の研究ニーズ把握件数 　       183件
・市町村との意見交換会等の開催件数  　233件

46 Ｂ ○大学等外部機関との情報の共有や研究の推進、産学官連携プロジェクトの推
進等を図るため人材交流を実施したが、5件にとどまった。
・外部機関等との人材交流件数　　　　5件15名

【実施状況】
・北海道大学産学連携本部に職員を1名派遣した。また、連携協定に基づくア
イスランド食品研究所との共同研究のため、依頼出張により職員を1名派遣し
た。
・国、市町村、大学、金融機関等の人材6名を連携コーディネーターとして委
嘱し、外部機関との連携基盤の構築や、研究・技術支援等の活発化を図った。
・道原子力環境センターに職員6名を派遣した。また、道農政部に職員1名を派
遣した。

○出向や研修者の受入に関し、手続き等の明確化や簡素化を図った。
・人事規程、出向規程等の策定

44 Ａ ○道総研本部と道総合政策部総合研究機構運営支援室との連絡会議を設置し、
道施策や研究成果等に関する情報の共有を図った。

○各研究本部において、道関係部との連絡会議を設置し、研究ニーズの把握、
情報の共有と協力体制の構築等に努めた。

○農業、水産、森林研究本部においては、道の普及組織との連絡会議等により
研究成果や情報の共有化を図り、研究成果の移転と普及事業の支援を行った。
（再掲(18)）

【道との連携に係る取組状況】
・道からの研究ニーズ把握件数　　　     52件
・道関係部との連絡会議等の開催件数　  328件
・普及組織との連絡会議等の開催件数　　184件（再掲(18)）

目標値(平成26年度）

10件

設 定 内 容

事業を伴う連携協定等の締結の件数

目標値(平成22年度）

4件

設 定 内 容

事業を伴う連携協定等の締結の件数

実績値(平成22年度）

3件

設 定 内 容

事業を伴う連携協定等の締結の件数
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

第1
4 広報機能の強化

(1) 道民への広報活動 (1) 道民への広報活動
刊行物や電子媒体等を利用して、研究、普及、技術支援等の活

動に関する情報を広く道民に伝えるとともに、分かりやすい広報
活動に努める。

・道総研及び各試験研究機関のホームページを開設・運営し、分
かりやすい広報活動を行う。

・道総研全体としての広報誌及び各試験研究機関の年報を発行
し、研究、普及、技術支援等の活動に関する情報を広報する。

(2) 利用者等への広報強化 (2) 利用者等への広報強化
地域や企業等に職員が出向き、より広く情報を伝達するととも

に、分野を超えた成果の利活用を促すなど、道総研がより一層活
用されるよう、多様な手段を用いて、情報の積極的な提供に努め
る。

・地域や企業等に出向くなどして、最新情報を積極的に提供す
る。

・ホームページやメールマガジン等、多様な手段を用いて、道総
研がより一層活用されるよう、分野を超えて情報を積極的に提供
する。

　広報機能の強化については、次のとおり数値目標を設定する。 　広報機能の強化の目標値は、次のとおりとする。

第2
1

(1) 組織運営の改善 (1) 組織運営の改善
ア 資源の有効活用 ア 資源の有効活用

効果的、効率的な組織運営を展開するため、予算や人員等の資
源配分の見直しを不断に行う。

・効果的、効率的な組織運営を図る観点から予算や人員等の資源
配分を検討する。

特に、重点領域の推進に資する研究課題等に対しては、資源の
重点的な配分を図り、限られた資源の戦略的な運用を行う。

・重点領域の推進に資する研究課題に対して、予算や人員等の資
源の重点的な配分を行う。

また、研究の推進状況にあわせ、資源の弾力的な配分を行うと
ともに、次期中期計画を視野に入れた資源の再配分を検討する。

イ 意思決定の迅速化 イ 意思決定の迅速化
　意思決定の仕組みを検証し、その迅速化を図る。 ・利用者に対応している組織への権限委譲など、法人の意思決定

の仕組みを検証し、見直しを行う。

(2) 組織体制の改善 (2) 組織体制の改善
ア 組織体制の検証 ア 組織体制の検証

重点領域における具体的な展開や業務の実施状況、効果的・効
率的な研究、技術支援体制のあり方、研究本部体制及び拠点のあ
り方等を的確に検証する。

・重点領域における具体的な展開や業務の実施状況、効果的・効
率的な研究、技術支援体制のあり方、研究本部体制及び拠点のあ
り方等について、検証を行う。

54 Ｂ ○今後の中長期的な組織体制の見直しに向け、研究のあり方や組織体制等の見
直しの進め方等について検討を行った。

53 Ａ ○道総研の意思決定の仕組みについて検証し、下位の職や研究本部等への権限
委譲などの見直しを行い、関係規程等を改正（10月1日施行）した。

1111 ＣＣＣＣ 0000
52 Ａ ○効果的、効率的な組織運営を図る観点から、重点領域の推進に資する研究課

題に対して、予算や人員等の資源の重点的な配分を行った。
・「平成23年度人事異動方針」の策定
・「平成23年度組織機構改正等に当たっての基本的視点」の策定
　　～各研究本部の責任と裁量に基づく「配分数方式」による組織機構改正
・「平成23年度予算編成方針」に基づく予算編成
・「平成23年度研究開発の重点化方針」に基づく重点研究課題の選定

ＢＢＢＢ 2222 ＣＣＣＣ 0000
組織運営・体制の改善 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 7777

50 Ａ ○道と連携して道内各地域に出向き、市町村との意見交換会を実施した。
　また、研究本部及び本部において、企業等の見学受け入れや、研究について
の説明を行った。

○林業試験場、工業試験場、食品加工研究センター、北方建築総合研究所で
は、メールマガジンを活用して研究成果等の発表など各種情報を提供した。

○本部では、ホームページや、道のメールマガジン等を活用し、イベントなど
についての情報提供を行った。

【実施状況】
・企業等への訪問等の件数　　899件

51 Ａ 　広報機能の強化の実績値は、次のとおりである。

0000
49 Ａ ○ホームページ等において、本部、各研究本部（各機関）の研究活動等につい

て周知した。ランチタイムセミナーなどの開催状況についても、ホームページ
や広報資料で分かりやすく伝えた。

○各試験研究機関において年報を作成し、概ね年1～2回発行したほか、ホーム
ページ上でも閲覧可能とし、広く普及した。（再掲(16)）

○道総研全体の情報を提供するため、法人概要資料を作成し、広報した。

住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ

目標値(平成26年度）

565件

設 定 内 容

広報誌等の発行回数

目標値(平成22年度）

565件

設 定 内 容

広報誌等の発行回数

実績値(平成22年度)

761件

設 定 内 容

広報誌等の発行回数
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 検証結果の反映
組織体制の検証結果に基づき、中期計画期間中における組織の

見直しを図るとともに、道との連携を図り、次期中期計画に反映
する。

第2
2 業務の適切な見直し

(1) 事務処理の改善 (1) 事務処理の改善
事務処理手順の見直しや業務の外部委託化の検討など、業務内

容を不断に見直すとともに、組織体制の見直しに合わせて、重複
する事務の廃止など、事務処理の効率化を図る。

・事務処理手順や業務内容を検証し、外部委託化など、必要な見
直しを行う。

(2) 道民意見の把握と業務運営の改善 (2) 道民意見の把握と業務運営の改善
道民、市町村、関係団体等を対象としたアンケート調査等を通

じ、道総研の活動に対する意見の把握に努めるほか、道と連携し
て市町村、関係団体等との意見交換等に取り組み、業務運営の改
善を図る。

・公開デーや各種イベント等において、道民意見を把握するとと
もに、市町村、団体等を対象としたアンケート調査を行い、業務
運営の改善に取り組む。

・道と連携して、市町村、関係団体等と意見交換を行い、業務運
営の改善に取り組む。
 

第2
3 人事の改善

(1) 人材の採用 (1) 人材の採用
研究、技術支援業務等が円滑に実施されるよう、職員採用計画

を策定の上、優秀な人材の確保に取り組む。
・職員の退職動向や道の重要な施策、道民ニーズ、技術の現状と
将来動向等を踏まえて、職員採用計画を策定する。

・職員の採用については、研究内容や職員構成などを考慮し、実
施する。

57 Ａ ○「職員採用計画」に基づき、平成23年1月1日付け及び平成23年4月1日付け採
用に係る試験を実施した。
（受験者募集期間：8/17～9/13）

【実施状況】
・試験区分　　　　20区分
・第一次試験日　　10月3日（日）
・第二次試験日　　11月6日（土）
・採用者数　　　　1月1日付け　6名
　　　　　　　　　4月1日付け　9名

ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ 1111 ＣＣＣＣ 0000

56 Ａ ○各研究本部・試験研究機関において、成果発表会や公開デー等の参加者に対
してアンケート調査を実施し、得られた意見や要望等を踏まえ開催内容の充実
を図った。

○企業・団体等を訪問し、研究ニーズに係る要望・意見の把握や成果の普及等
を行った。

○各地域において道が開催する会議の場を活用し、市町村職員への道総研の
PR、意見交換等を行った。また、各研究本部・試験研究機関においては、関係
団体等との連絡会議や意見交換会等を通じて意見、要望を収集し、業務の改善
に活用した。

○市町村、団体等に対するアンケート調査の実施に向けた検討を行った。

【実施状況】
　・道民意見把握アンケート調査の回答回収数　1,712件
　・市町村との意見交換会の開催件数　　　　    233件(再掲(45))
　・企業等への訪問件数                        899件(再掲(50))
　・関係団体等との意見交換会の開催件数　　    260件

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000

0000
55 Ａ ○平成22年12月に事務の簡素・効率化などを定めた「事務改善に関するガイド

ライン」を策定した。また、事務処理手順や業務内容に関する検証を行い、事
務処理の効率化に向けた見直しを行った。

【改善事項】
　・事務決裁の改善（再掲(53)）
　・事務集約（手当認定、収入・支出、設計図書作成事務等）
　・一括契約（給油ｶｰﾄﾞ、車両ﾒﾝﾃﾅﾝｽ、自動車ﾘｰｽ契約など6項目）
　・財務会計システム改修（15項目）
　・特許事務（特許庁手続きのオンライン化等）　など10項目

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(2) 人材の配置 (2) 人材の配置
適材適所の人材配置、部門を超えた職員の配置を行うととも

に、企業、大学、国や市町村等の研究機関との人材交流に取り組
む。

・適材適所の人材配置、部門を超えた職員の配置を実施する。

・企業、大学、国や市町村等の研究機関との相互交流に取り組
む。
・人材交流に関わる手続きの簡素化等に取り組む。

(3) 人材の育成 (3) 人材の育成
マネジメントやコーディネートを担う人材の育成に関する研修

等を実施するとともに、国内外の大学、研究機関、企業等に職員
を派遣し、研究、連携等に関する研修を実施する。

・マネジメントやコーディネートを担う人材の育成に関する研修
等を実施する。

・国内外の大学、研究機関、企業等に職員を派遣し、研究、連携
等に関する研修を行う。

(4) 評価制度等の導入 (4) 評価制度等の導入
職員の勤務実績や貢献度等を評価する制度を導入し、人事や給

与に反映するとともに、職務に関し優れた業績を挙げた職員・グ
ループに対して表彰等を行い、職員の意欲と能力の向上を図る。

・人事評価制度、勤務実績評価制度を導入し、適切な運用を行
う。

・優れた業績を挙げた職員・グループに対して表彰等を実施す
る。

59 Ａ ○階層別研修（研究部長級、研究主幹級、主査級）において、マネジメントや
コーディネートに係るカリキュラムを実施した。

【実施状況】
・開催回数：5回
・受講人数：175名
・内　　容：各職務（階層）に必要な能力向上等

○研究職員の能力向上のため、学習会を開催した（専門研修）。

【実施状況】
・開催回数：3回
・受講人数：108名
・内　　容：科研費等競争的外部資金獲得のための学習

○業務に必要な専門知識、技術、資格等を習得させ、研究職員の技術力向上や
研究機能の活性化を図った。また、試験研究機関に職員や外部の専門家を派遣
し、研究現場における実践的知識の習得等を図った。（国内研修Ⅱ再掲）

【研修制度別の主な実施状況】
・海外研修　　　　　　　　　　　　　　　   2名
・国内研修Ⅰ（国内長期派遣）　　　　　　　 7名
・国内研修Ⅱ（学会等短期派遣）　　　　 　152名

60 Ａ ○人事評価制度や、勤勉手当に係る勤務実績評価制度を導入した。

○永年勤続表彰を実施するとともに、研究業績に係る職員表彰については、知
事表彰と理事長表彰の２区分で実施した。

【受賞状況】
・研究・発明発見（知事表彰　1組6名、理事長表彰　2組2名）
・永年勤続（理事表彰　20名）

58 Ｂ ○「平成23年度人事異動方針」を策定し、「部門を超えた広域的な取組み」に
ついても、その具体的な方針として掲げ、定期人事異動において実施した。

○大学等外部機関との情報の共有や研究の推進、産学官連携プロジェクトの推
進等を図るため人材交流を実施したが、5件にとどまった。（再掲(46)）
・外部機関等との人材交流件数　　　　5件15名

【実施状況】
・北海道大学産学連携本部に職員を1名派遣した。また、連携協定に基づくア
イスランド食品研究所との共同研究のため、依頼出張により職員を1名派遣し
た。
・国、市町村、大学、金融機関等の人材6名を連携コーディネーターとして委
嘱し、外部機関との連携基盤の構築や、研究・技術支援等の活発化を図った。
・道原子力環境センターに職員6名を派遣した。また、道農政部に職員1名を派
遣した。

○出向や研修者の受入に関し、手続き等の明確化や簡素化を図った。
・人事規程、出向規程等の策定（再掲(46)）
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

第3
1 財務の基本的事項

(1) 透明性の確保 (1) 透明性の確保
財務諸表等の公表に当たっては、分かりやすい財務状況の資料

を併せて作成・公表し、経営の透明性を確保する。
　分かりやすい財務状況資料の作成・公表手法を検討する。

(2) 経営効率の改善 (2) 経営効率の改善
法人の運営、経営についての分析を行い、経営効率の改善を進

める。
　法人の運営、経営についての分析手法を検討する。

(3) 財務運営の効率化
中長期的な視点に立ち、法人化のメリットを生かし、積極的に

財務内容の改善に努め、運営費交付金を充当して行う業務は、前
年度比１％縮減するよう取り組む。

第3
2 外部資金その他の自己収入の確保

(1) 外部資金の確保 (1) 外部資金の確保
外部機関等との連携や各種競争的資金の情報収集、企業等への

効果的な情報発信等に取り組み、公募型研究、受託研究、共同研
究、寄附金等の獲得を図る。

・国等の競争的資金の情報を道総研全体で共有し、企業、大学、
国等の研究機関及び行政機関との連携の下に、公募型の研究に積
極的に取り組む。

　また、公募型研究の管理業務に取り組む。 ・研究成果等について、企業等にＰＲすることにより、受託研
究、共同研究、寄附金等の獲得を図る。

・大学や研究開発・産業支援機関等と連携を図り、公募型研究の
管理業務の実施に取り組む。

(2) 知的財産収入の確保 (2) 知的財産収入の確保
知的財産の発掘に努め、北海道知的所有権センター等と連携す

るなど、企業等への特許等の実施許諾を促進するとともに、新品
種の利用許諾の促進を図り、知的財産収入の確保に努める。

・研究や技術支援の成果として得られた新しい技術や重要な知見
を、特許等の知的財産として、出願・保護する。

・北海道知的所有権センター等と連携し、企業等への特許等の実
施許諾の促進を図る。

・道及び農業団体等と連携し、新品種の利用許諾の促進を図る。

○保有特許権等の企業等における活用を図るため、北海道知的所有権センター
に所属する特許流通アドバイザーと連携するなどして情報発信を強化するとと
もに、申請手続を簡素化した。（再掲(37)）
・実施許諾契約件数     81件

○出願公表された品種の周知など道及び農業団体等と連携して、新品種の利用
許諾の促進を図った。（再掲(37)）

【実施状況】
・新品種の利用許諾件数　　　8件

63 Ａ ○国や研究開発・産業支援機関等から競争的研究資金の公募情報を入手し、分
析・整理、共有化を進めることにより、道総研全体として外部資金獲得の強化
を図った。

○広報・普及活動を通じ、企業等への研究成果のPRを積極的に進めることによ
り、受託研究や共同研究等の外部資金研究に対する新たなニーズの掘り起こし
を図った。

○公募型研究の管理法人業務に取り組み、研究に参画する大学や企業等との連
携強化を図るとともに、国等の競争的研究資金の管理能力の向上に努めた。

○外部資金全体では、前年度実績に対して10％増、予算額対比10％減となっ
た。

【実施状況】
・公募型研究の実施件数　　　　 212件(816,468千円)(再掲(9))
・一般共同研究の実施件数　 　　174件(130,038千円)(再掲(10))
・受託研究の実施件数　　　　   119件(381,175千円)(再掲(11))
・寄附金の受入件数               2件(  8,000千円)
・各研究本部への公募情報の提供件数　　17件
・公募型研究の管理法人実施件数　　　　20件

64 Ａ ○特許等を出願・保有し、知的所有権の適切な管理を行った。（再掲(35)）
・特許権等保有件数　　 82件
・出願中特許等　　　　117件

○新品種については、品種登録の出願を行い適切な管理を行った。（再掲
(35)）
・登録品種　　　　　　 96件（出願中13件）

ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ 0000

財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000

62 Ａ ○毎月、財務会計システムを活用し、経費の執行状況の確認を行い、法人の運
営、経営についての分析を行った。

ＣＣＣＣ 0000
61 Ａ ○法定書類(財務諸表(法34条第1項)、事業報告書及び決算報告書(法第34条第2

項))のほか、法人の財務状況等を簡潔に記載した「決算の概要」を作成すると
ともに、法第34条第4項に定める一般閲覧の方法について、ホームページで公
表することとした。

ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ 0000
ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 点検

評価

結果

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 8888
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(3) 依頼試験の実施及び設備等の提供 (3) 依頼試験の実施及び設備等の提供
依頼試験の実施及び試験機器等の設備の提供に当たっては、適

正な料金を設定するとともに、研究機器等の設備の有効活用に努
める。

・依頼試験の実施及び試験機器等の設備の提供はフルコスト算定
を基本とした料金を設定し、実施する。

・銀行振込の導入など、利用者の利便性の向上を図る。

・申込方法を簡素化するなど、迅速な対応に努める。

第3
3 経費の効率的な執行

(1) 経費の執行 (1) 経費の執行
各種経費の執行状況について、定期的な確認を行うとともに、

会計制度に関する研修の実施や、職員のコスト意識の醸成に努め
るなどして、経費の効率的な執行を図る。

・経費の執行状況は、四半期毎に、財務会計システムを活用し
て、確認を行う。

・企業会計、財務システムの研修を行う。

(2) 管理経費の節減 (2) 管理経費の節減
各種業務の効率化、簡素化を進めるとともに、適切な維持管理

や効率的な契約方法等の導入により、管理経費の節減を図る。
・事務処理の改善や施設等の維持管理を適切に行う。

・支払、収入事務の集約化、一括契約や複数年契約等を行う。

第3
4 資産の管理

資金の適正な管理を行うとともに、研究設備・機器等の共同利
用や適切な維持管理を行い、資産の有効活用を図る。

・資金は、財務会計システムを活用するなどして、適正に管理す
る。

・研究設備・機器等の稼働状況を調査の上、共同利用や適切な維
持管理を行い、資産の有効活用を図る。

0000
68 Ａ ○財務会計システムの活用により、預金口座出納簿を作成の上、適正な資金管

理を行った。

○資産の稼働状況及び共同利用の状況を調査し、遊休設備・機器の売却等の処
分を実施した。
　また、電子掲示板の設備予約機能の活用等により共同利用の取組を進めた。

財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ

67 Ａ ○平成22年12月に事務の簡素・効率化、事務的経費等の節減などを定めた「事
務改善に関するガイドライン」を策定し、職員に周知の上、これに基づく取組
を行った。

【事務集約化の実施状況】（再掲(55)）
　・本部への事務集約
　　　収入・支出事務及び工事事務（設計図書作成等）
　・本部一括契約
　　　給油カード、車両メンテナンス、自動車リース契約など6項目
　・財務会計システム改修
　　　改修済15項目

【複数年契約の実施状況】
　管理経費の節減を図るため、パソコン、複写機、業務車、研究用機器等につ
いて複数年契約を実施した。

ＣＣＣＣ 0000
66 Ａ ○毎月、財務会計システムを活用し、経費の執行状況の確認を行った。（再掲

(62)）

【各種研修の実施状況】
　・会計研修
　　　時　　期　　4月12日
　　　参加人数　　18名
　・会計監査人の実地監査の際に会計に係る講習
　　　時　　期　　9月9日～22日   1月13日～18日
　　　実施箇所　　6研究本部      4試験場等
　　　参 加 者　　29名           41名
　・財務会計システム研修
　　　時　　期　　6月7日～18日
　　　実施箇所　　4市町村6回開催
　　　参 加 者　　245名

財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

65 Ａ ○新規及び更新機器について、フルコスト算定により利用料金を設定した。

○銀行振込を導入し、利用者の利便性向上を図った。（再掲(30)）

○ホームページ上での手続きの説明のほか、複数項目の依頼の場合は一括請求
を行うなど、利用者の利便性向上を図った。（再掲(30)）
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

第4
1 施設及び設備の整備及び活用

(1) 施設等の維持管理 (1) 施設等の維持管理
施設及び設備の適切な維持管理を行うため、施設の長期保全計

画を策定するとともに、ファシリティマネジメントの取組を進
め、施設の長寿命化や有効活用、コストの縮減に努める。

・保全業務規程、施設の長期保全計画及び保全マニュアルを策定
し、維持運営業務を行う。

・スペースの有効活用を行うとともに、光熱水費の調査、検証を
行い、コストの縮減に努める。

(2) 施設等の整備 (2) 施設等の整備
中長期的な視点に立って、施設の改廃を含めた施設整備計画等

を策定し、施設及び設備の計画的な整備に取り組む。
・長期保全計画に基づき、建築物の長寿命化に向けた計画的な修
繕等を行う。

・中長期的な視点に立って、施設の改廃を含めた施設整備計画等
を検討する。

第4
2 法令の遵守

役職員に対する研修等を実施し、業務執行における中立性と公
平性を確保するとともに、研究活動における不正行為の防止を図
る。

・法令の遵守及び研究活動における不正行為の防止に係る研修を
実施する。

・研究活動における不正行為防止のための体制を整備し、適切に
運用する。

第4
3 安全管理

職員が安全な労働環境で業務に従事できるよう配慮するととも
に、労働安全衛生管理体制の整備、安全管理に係る研修等を実施
し、事故等の発生を未然に防止するよう取り組む。

・労働安全衛生管理体制を整備し、適切に運用する。

・安全管理に係る研修を実施する。

・機器設備の点検や薬品等の保管状況の確認を徹底する。

0000
72 Ａ ○労働安全衛生法の適用を受ける事業場に安全衛生委員会を設置するなど管理

体制の整備を行い、各事業場において、委員会の開催や研修の実施など職員の
安全確保や健康増進に向けての取組を行った。

○始業時や作業終了時などに機器の点検を行うとともに、毒物、劇物等を適切
に保管管理した。

また、毒物、劇物等の盗難・紛失発生時における対応マニュアルを作成し
た。

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ

0000
71 Ａ ○本部通知（5回）等により、法令遵守及び不正行為の防止に取り組んだ。

○本部、各研究本部、各試験研究機関において法令遵守、研究倫理保全、不正
防止、交通安全をテーマとした職場研修を実施した。

○階層別研修（研究部長級、研究主幹級、主査級）において、法令遵守や倫理
に関する講義を行い、研究活動における不正行為の防止に努めた。

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ

70 Ａ ○道ＦＭ基準に準拠して建築物改修の優先順位を判定し、長期保全計画に基づ
き計画的な修繕等を実施した。

【実施状況】
・修繕等　　 9件、110,642千円

○道ＦＭ基準外の試験研究機関特有の設備等について、計画的な修繕等を実施
した。

【実施状況】
・修繕等　　28件、174,556千円

○施設整備計画の策定に向けて、施設の長期保全計画を踏まえ検討した。

ＣＣＣＣ 0000
69 Ａ ○保全業務要領のほか、建築物の長寿命化に向けた計画的な修繕等を行うた

め、施設の長期保全計画を策定した。

○道に準拠したファシリティマネジメント（ＦＭ）の取組を進めるため、保全
マニュアルを作成した。

○スペースの有効活用に向けて、道の事例等の情報収集を行った。

○各試験場庁舎の年間光熱水費に関するデータの取りまとめを行い、年度間及
び類似庁舎の比較、検証の際の基礎データを作成した。

ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ 0000
ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 8888
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

第4
4 情報セキュリティ管理

セキュリティポリシー等を策定するなど、個人情報、企業情報
等の漏えい防止、適切な情報管理を行う。

　セキュリティポリシーを策定し、適切に運用する。 73 Ａ

第4
5 情報の共有化の推進

道総研のネットワークシステム等を活用し、データの共有や相
互活用などにより、効果的、効率的に業務を遂行する。

ネットワークシステムのグループウエア等を活用し、研究情
報、研究者情報、外部資金情報等 の情報の共有、相互活用を進
める。

74 Ａ

第4
6 情報公開

運営に関する情報について、ホームページ等を活用して積極的
に公開・提供を行い、道民に対する説明責任を果たす。

・道総研及び各試験研究機関のホームページを開設・運営し、分
かりやすい広報活動を行う。

・法人運営に関する情報について、ホームページや広報誌等によ
り積極的に公開、提供する。

第4
7 環境に配慮した業務運営

省エネルギーや３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の
推進など、環境に配慮した運営に取り組む。

・省エネルギーや３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）活
動に取り組むとともに、環境に配慮した機器の使用や物品等の購
入を行う。
・法令等に基づき、廃棄物の適正な処理を行う。

第5

第6

第7

第8

第9

「Ⅲ　その他の実績」に記載

0000 ＣＣＣＣ 0000
76 Ａ ○平成22年12月に環境に配慮した業務運営の推進などを定めた「事務改善に関

するガイドライン」を策定し、職員に周知の上、これに基づく取組を行った。

【実施状況】
・グリーン購入　　26,241千円

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ

1111 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ 0000
75 Ａ ○ホームページにおいて、本部、各研究本部（試験研究機関）の研究活動等に

ついて周知した。

○法人運営に関する情報について、ホームページにより公開した。
・役員会、経営諮問会議など各種委員会の開催状況
・入札情報、採用情報、各種イベントなど

0000 ＣＣＣＣ 0000
○全体の共有フォルダ及びメーリングリスト等を活用して研究情報等の共有、
活用を図った。また、グループウェアの機能を利用し、外部資金等の情報を提
供した。

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ

0000
○「道総研情報セキュリティポリシー」を策定し、全職員に通知するととも
に、留意事項を記載したハンドブックを配布した。

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 点検

評価

結果 ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

研究推進項目
1 農業に関する研究推進項目

(1) 豊かな食生活を支える農業の推進 (1) 豊かな食生活を支える農業の推進
ア 競争力の高い品種と良質・低コスト安定生産技術の開発 ア 競争力の高い品種と良質・低コスト安定生産技術の開発

国内外との競争力強化と農業所得の増大のため、競争力の高い
品種開発や良質な農産物を低コストで安定的に生産する技術開発
に取り組む。

国内外との競争力強化と農業所得の増大のため、競争力の高い
品種開発や良質な農産物を低コストで安定的に生産する技術開発
に取り組む。

・食味と加工適性に優れた水稲品種と水田利用技術の開発 ・食味と加工適性に優れた水稲品種と水田利用技術の開発

・病害虫や気象災害に強く、加工適性に優れた小麦・豆類・馬鈴
しょの品種開発

・病害虫や気象災害に強く、加工適性に優れた小麦・豆類・馬鈴
しょの品種開発

・畑作物の低コスト・安定多収生産技術体系の確立 ・畑作物の低コスト・安定多収生産技術体系の確立

・野菜・果樹・花きの安定生産技術と野菜・果樹品種の開発 ・野菜・果樹・花きの安定生産技術と野菜・果樹品種の開発

・高品質多収な牧草・飼料作物の品種と安定生産技術の開発 ・高品質多収な牧草・飼料作物の品種と安定生産技術の開発

・自給飼料に立脚した乳牛の飼養管理技術の開発 ・自給飼料に立脚した乳牛の飼養管理技術の開発

・北海道型肉用牛の改良と飼養管理技術の開発 ・北海道型肉用牛の改良と飼養管理技術の開発

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ 0000

Ａ (1) 競争力の高い品種開発（102課題）
水稲、小麦、大豆、小豆、菜豆、馬鈴しょ、牧草、果樹（おうとう、りん

ご、ぶとう）及び野菜（いちご、たまねぎ、メロン、やまのいも類）につい
て、計画に基づき品種の育成を進め、また、各種作物について品種選定試験、
品種特性調査を行い、有望品種の選定・普及に寄与した。

【活用状況】
　小麦1品種、大豆1品種、やまのいも類1品種、メロン1品種を育成し、新たに
北海道優良品種に認定された。
　酒造好適米「空育酒177号」は、大規模醸造試験のため品種登録を行った。
　21年度優良品種となった大豆「十育247号」は「ユキホマレR」、小豆「十育
155号」は「きたあすか」、菜豆「十育B78号」は「福寿金時」、馬鈴しょ「北
育13号」は「コナユキ」として、それぞれ品種登録出願が受理された。

(2) 良質・低コスト安定生産技術の開発（51課題）
　水稲及び水田転作の関係では、「ゆめぴりか」の品質管理目標、転作小麦の
生育診断手法、土壌水分制御手法、緑肥による転作大豆の安定生産手法を明ら
かにし、新たな水田利用技術の高度化に寄与した。
　畑作については、「きたほなみ」の安定栽培法を開発した。
　野菜については、ミニトマト、いちご、ながいも、加工用ほうれんそう等の
栽培技術開発に取り組み、生産安定化に寄与した。

果樹については、りんご、ぶどうの省力、安定栽培法の試験や、ブルーベ
リーの幼木期生育促進技術開発、西洋なし台木「クインスA」の特性調査を行
い、生産性向上に寄与した。
　花については、宿根かすみそうや枝物花きの栽培体系確立等に取り組み、生
産安定化に寄与した。
　畜産関係では、飼料用とうもろこしにおけるかび毒汚染実態とその要因や、
自給飼料を活用した乳牛飼養技術や黒毛和種肥育法を示し、飼料自給率向上と
安定生産に寄与した。

【活用状況】
新たに取りまとめた成果は北海道農業試験会議において7課題が普及推進事

項、18課題が指導参考事項と判定された。これらは、今後、農業改良普及セン
ター等を通じて生産現場に普及される。また、1課題が研究参考事項と判定さ
れ、今後の試験研究に活用される。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　　　388人
　・実績　555,339千円

ＣＣＣＣ 0000

77

点検

評価

結果

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 46464646 ＢＢＢＢ 0000
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 消費者のニーズに応える安全で良質な農畜産物生産技術の開発 イ 消費者のニーズに応える安全で良質な農畜産物生産技術の開発
安全で良質な農産物を供給するため、消費者と食関連産業の視

点に立ち、生産技術や品質評価・品質管理の技術開発に取り組
む。

安全で良質な農産物を供給するため、消費者と食関連産業の視
点に立ち、生産技術や品質評価・品質管理の技術開発に取り組
む。

・農産物の品質や加工適性等の評価法と品質保持技術の開発 ・農産物の品質や加工適性等の評価法と品質保持技術の開発

・有害物質を蓄積させない安全な農産物生産技術の開発 ・有害物質を蓄積させない安全な農産物生産技術の開発

・家畜感染症と人獣共通感染症の診断・予防技術の開発 ・家畜感染症と人獣共通感染症の診断・予防技術の開発

ウ 実用技術の開発を促進するための先端的・基盤的技術の開発 ウ 実用技術の開発を促進するための先端的・基盤的技術の開発
農作物新品種の効果的・効率的な開発や遺伝資源の保存管理の

ため、その基礎となる先端的・基盤的な技術開発に取り組む。
農作物新品種の効果的・効率的な開発や遺伝資源の保存管理の

ため、その基礎となる先端的・基盤的な技術開発に取り組む。

・遺伝子解析とDNAマーカー選抜技術の開発 ・遺伝子解析とDNAマーカー選抜技術の開発

・品種開発を支える有用な遺伝資源の管理と活用 ・品種開発を支える有用な遺伝資源の管理と活用

79 Ａ （8課題）
　水稲、小麦、豆類、馬鈴しょの育成系統についてDNAマーカーによる検定･選
抜や、新規マーカーの開発試験を行うなど、効率的な品種開発に寄与した。ま
た、DNAマーカー利用による赤かび病抵抗性春まき小麦系統及び、道内主要農
作物のDNAマーカー利用による品種判別技術を開発した。

遺伝資源に係る研究では、大豆「ユキホマレR」、小豆「きたあすか」、菜
豆「福寿金時」などの基本系統の選定、水稲、麦類、豆類計７品種の育種家種
子の増殖、各種遺伝資源の増殖、管理及びデータ管理のほか、原原種等生産に
係る審査補助、管理・備蓄、配付を行った。また、大豆、小麦等の有用遺伝資
源探索のための耐病性検定を行うなど、遺伝資源の管理と有効活用に寄与し
た。

【活用状況】
22年度新たに取りまとめた成果は北海道農業試験会議において2課題が研究

参考事項と判定され、今後の試験研究に活用される。

○資源の投入状況
　・人員　  　39人
　・実績　9,378千円

78 Ａ （25課題）
　農作物の品質及び評価法に関する試験のうち、ポテトチップス用馬鈴しょ長
期貯蔵のための品質安定化技術及び大豆のショ糖含量及び豆腐の硬さを指標と
した豆腐の食味評価について取りまとめた。
　また、加工用馬鈴しょの貯蔵体系及びかぼちゃにおけるヘプタクロル吸収リ
スク軽減についての成果を取りまとめた。
　畜産衛生関係では、豚繁殖呼吸障害症候群ウイルス対策に関する成果を取り
まとめた。
　
【活用状況】

22年度新たに取りまとめた成果は、北海道農業試験会議において4課題が指
導参考事項と判定された。

今後、農業改良普及センター等を通じて生産現場に普及される。また、1課
題が研究参考事項と判定され、今後の試験研究に活用される。

○資源の投入状況
　・人員　　　62人
　・実績　66,083千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(2) 環境と調和した持続的農業の推進 (2) 環境と調和した持続的農業の推進
ア 消費者の「安心」を支えるクリーン農業・有機農業を推進するた

めの試験研究
ア 消費者の「安心」を支えるクリーン農業・有機農業を推進するた

めの試験研究

消費者の安心を支えるため、一層の減農薬・減化学肥料栽培技
術開発、有機農業を支援する技術開発に取り組む。

消費者の安心を支えるため、一層の減農薬・減化学肥料栽培技
術開発、有機農業を支援する技術開発に取り組む。

・減農薬・減化学肥料栽培技術の開発と体系化 ・減農薬・減化学肥料栽培技術の開発と体系化

・有機農業を支援するための技術の開発と評価 ・有機農業を支援するための技術の開発と評価

イ 環境と調和し持続性の高い農業を支援するための試験研究 イ 環境と調和し持続性の高い農業を支援するための試験研究

北海道の恵まれた自然環境と調和した持続的農業生産を進める
ため、地球温暖化への対応及び環境負荷軽減の技術開発に取り組
む。

北海道の恵まれた自然環境と調和した持続的農業生産を進める
ため、地球温暖化への対応及び環境負荷軽減の技術開発に取り組
む。

・地球温暖化の農業生産への影響予測と対応技術の開発 ・地球温暖化の農業生産への影響予測と対応技術の開発

・バイオマス資源の有効活用と農地の環境保全技術の開発 ・バイオマス資源の有効活用と農地の環境保全技術の開発

(3) 地域の特色を生かした農業・農村の振興 (3) 地域の特色を生かした農業・農村の振興
ア 地域農業・農村の発展・振興を支援するための試験研究 ア 地域農業・農村の発展・振興を支援するための試験研究

地域農業の課題を解決するため、地域の自然・社会的条件に応
じた技術開発や地域への支援に取り組む。

地域農業の課題を解決するため、地域の自然・社会的条件に応
じた技術開発や地域への支援に取り組む。

・地域農業の課題解決を目指した技術開発と営農方式の確立 ・地域農業の課題解決を目指した技術開発と営農方式の確立

・地域特産農畜産物の生産振興および利活用支援 ・地域特産農畜産物の生産振興および利活用支援

・農業資材の実用性評価 ・農業資材の実用性評価

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 ＢＢＢＢ 0000

（57課題）
水稲をはじめとする主要7作物について特別栽培対応技術に関する成果を取

りまとめた。
　また、化学肥料削減技術の高度化についての成果を取りまとめた。
　さらに、有機農業に関して、肥培管理及び病害虫管理対策などについて成果
を取りまとめた。

【活用状況】
22年度新たに取りまとめた成果は北海道農業試験会議において6課題が普及

推進事項、14課題が指導参考事項と判定された。今後、農業改良普及センター
等を通じて生産現場に普及される。また、1課題が研究参考事項と判定され、
今後の試験研究に活用される。

○資源の投入状況
　・人員  　　152人
　・実績　127,658千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222

81 Ａ （18課題）
主要作物における気候変動の影響予測についての成果を取りまとめた。ま

た、「環境と調和した草地の施肥管理マニュアル」を平成23年3月に刊行し
た。

【活用状況】
22年度新たに取りまとめた成果は北海道農業試験会議において1課題が普及

推進事項、1課題が指導参考事項と判定された。
　今後、農業改良普及センター等を通じて生産現場に普及される。

○資源の投入状況
　・人員　　　76人
　・実績　63,948千円

（42課題）
　農業試験場で開発した減農薬・減化学肥料などのクリーン農業高度化技術の
経済効果と導入条件の解明や、農業生産費や農家の収益構造把握手法の開発に
よって高収益・低コスト経営の確立に寄与した。
　また、畜産試験場育成の「北海地鶏Ⅱ」の新飼養方式を示した。

【活用状況】
22年度新たに取りまとめた成果は北海道農業試験会議において2課題が普及

推進事項、2課題が指導参考事項と判定された。また、新農業資材156剤（他の
関係機関で実施したものも含む）及び農業機械3機種の性能を明らかにした。
　今後、農業改良普及センター等を通じて生産現場に普及される。

○資源の投入状況
　・人員　　　114人
　・実績　108,688千円

82 Ａ

0000
80 Ａ

ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

研究推進項目
2 水産に関する研究推進項目

(1) 地域を支える漁業の振興 (1) 地域を支える漁業の振興
ア 安定した漁業生産を確保する高度な資源管理技術の開発 ア 安定した漁業生産を確保する高度な資源管理技術の開発

漁業生産と漁業経営の安定を図るため、水産資源と環境のモニ
タリングを行い、水産資源の持続的利用につながる技術開発に取
り組む。

漁業生産と漁業経営の安定を図るため、水産資源と環境のモニ
タリングを行い、水産資源の持続的利用につながる技術開発に取
り組む。

・海洋環境及び内水面環境のモニタリングと評価 ・海洋環境及び内水面環境のモニタリングと評価

・漁業及び水産資源のモニタリングと評価 ・漁業及び水産資源のモニタリングと評価

・水産資源を持続的に利用するための資源管理技術の開発 ・水産資源を持続的に利用するための資源管理技術の開発

・安定した漁業経営を支える漁海況予報技術の開発 ・安定した漁業経営を支える漁海況予報技術の開発

イ 地域ニーズに対応した栽培漁業技術の開発 イ 地域ニーズに対応した栽培漁業技術の開発

水産資源の維持・増大により地域の漁業振興を図るため、各地
域のニーズと特性に応じた栽培漁業技術の開発に取り組む。

水産資源の維持・増大により地域の漁業振興を図るため、各地
域のニーズと特性に応じた栽培漁業技術の開発に取り組む。

・海域特性に適した種苗生産・増養殖技術の開発 ・海域特性に適した種苗生産・増養殖技術の開発

・内水面有用生物の種苗生産・増養殖技術の開発 ・内水面有用生物の種苗生産・増養殖技術の開発

・増養殖対象種の防疫に関する技術開発 ・増養殖対象種の防疫に関する技術開発

83 Ａ （23課題）
　マナマコ（日本海沿岸）及びホッコクアカエビ（日本海沖合）を対象とした
マリンブロードバンドを活用したリアルタイム水産資源評価に関する研究開発
の成果が得られ、迅速な水産資源評価及び情報発信に寄与した。

【活用状況】
　マナマコについての資源評価結果を提供し、宗谷漁業協同組合において次年
度の操業に向けた資源管理のための検討に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　178人
　・実績　115,616千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ

点検

評価

結果

84 Ａ （24課題）
栄養強化餌料による種苗の異常防除と成長促進、チヂミコンブ養殖技術開

発、マス類の新しい卵管理手法などの成果が得られ、種苗生産・増養殖技術、
防疫の技術開発に寄与した。

【活用状況】
　開発した早期採苗手法を利用したチヂミコンブ促成養殖技術が、宗谷漁業協
同組合が実施する養殖試験に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　96人
　・実績　69,818千円

0000 ＣＣＣＣ 0000
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

ウ 地域を支える基幹産業の安定化のための技術開発 ウ 地域を支える基幹産業の安定化のための技術開発

ほたてがい漁業とさけます漁業を将来にわたって地域の基幹産
業として維持させるため、生産の安定と付加価値向上につながる
技術開発に取り組む。

ほたてがい漁業とさけます漁業を将来にわたって地域の基幹産
業として維持させるため、生産の安定と付加価値向上につながる
技術開発に取り組む。

・ほたてがいの増養殖及び加工・流通に関する技術開発 ・ほたてがいの増養殖及び加工・流通に関する技術開発

・さけますの資源管理・増殖及び加工・流通に関する技術開発 ・さけますの資源管理・増殖及び加工・流通に関する技術開発

(2) 水産物の安全性確保と高度利用の推進 (2) 水産物の安全性確保と高度利用の推進
ア 水産物の安全性確保と品質管理技術の開発 ア 水産物の安全性確保と品質管理技術の開発

道産水産物の評価向上を図るため、安全・安心で良質な水産物
の供給を支援する技術開発に取り組む。

道産水産物の評価向上を図るため、安全・安心で良質な水産物
の供給を支援する技術開発に取り組む。

・生鮮魚介類及び水産加工品の鮮度・品質保持と安定供給に関す
る技術開発

・生鮮魚介類及び水産加工品の鮮度・品質保持と安定供給に関す
る技術開発

86 Ａ (1) 水産物の安全性確保に関する研究（2課題）
　ほたてがいの毒化実態についての基礎資料が得られ、ほたてがいの安全な加
工・流通に寄与した。

【活用状況】
　道において、貝毒発生期の処理加工要領改正に向けての基礎資料として活用
され、ホタテガイの安全な加工・流通技術に寄与した。

(2) 水産物の品質管理技術の開発（4課題）
エビ頭部の黒変及び白化を2日程度抑制する品質保持技術を確立するととも

に、当該技術マニュアルを作成し、道産水産物の加工流通技術の高度化に寄与
した。

【活用状況】
　関連漁協への普及、技術移転を検討した。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　　　10人
　・実績　3,662千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ ＣＣＣＣ 0000

85 Ａ (1) ほたてがいの増養殖及び加工・流通に関する技術開発（9課題）
　21年度に技術開発を行った免疫染色によるホタテガイ浮遊幼生判別技術を普
及するとともに、ほたてがいの採苗不振に関する成果が得られ、ほたてがい漁
業生産の安定化に寄与した。

【活用状況】
　免疫染色によるホタテガイ浮遊幼生判別技術は，噴火湾、サロマ湖等の採苗
調査現場で活用された。また、日本海ホタテ貝採苗不振に関する成果として、
採苗不振を海況予測モデルによって早期予測する方法を提案し、水産指導所に
て活用された。

(2) さけますの資源管理・増殖及び加工・流通に関する技術開発（17課題）
　過去の特許成果を活用した新型の浮化槽による試験の蓄積データをもとに、
管理マニュアルを作成した。また、サケの野生魚とふ化場魚の親魚遡上パター
ンの成果が得られ、野生魚保全に寄与した。

【活用状況】
新型の浮化槽が民間ふ化場で388台導入された。北見管内で野生サケに関す

るデータ収集が行われ、秋サケMSC漁業認証（水産エコラベル）審査用のデー
タとして活用された。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　　 141人
　・実績　56,491千円

2222 ＢＢＢＢ 0000
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 水産物の高度利用技術の開発 イ 水産物の高度利用技術の開発

地域水産業の底上げを図るため、限られた水産物の高度利用と
新たな分野への需要拡大を支援する技術開発に取り組む。

地域水産業の底上げを図るため、限られた水産物の高度利用と
新たな分野への需要拡大を支援する技術開発に取り組む。

・水産物の高付加価値化及び品質評価に関する技術開発 ・水産物の高付加価値化及び品質評価に関する技術開発

・未利用･低利用資源の有効利用技術の開発 ・未利用･低利用資源の有効利用技術の開発

(3) 自然との共生を目指した水産業の振興 (3) 自然との共生を目指した水産業の振興
ア 水産業の基盤をなす水域環境保全に関する調査研究 ア 水産業の基盤をなす水域環境保全に関する調査研究

水産資源を育む環境の保全を図るため、漁場環境の変動や水域
生態系に関する調査研究に取り組む。

水産資源を育む環境の保全を図るため、漁場環境の変動や水域
生態系に関する調査研究に取り組む。

・水産資源に影響を及ぼす漁場環境変動の監視・予測に関する調
査研究

・水産資源に影響を及ぼす漁場環境変動の監視・予測に関する調
査研究

・水域生態系保全のための生物多様性の評価と維持に関する調査
研究

・水域生態系保全のための生物多様性の評価と維持に関する調査
研究

イ 海洋環境に調和した海域高度利用に関する調査研究 イ 海洋環境に調和した海域高度利用に関する調査研究

水産業と環境の調和を図るため、環境に対して負荷の少ない増
養殖に関する調査研究に取り組む。

水産業と環境の調和を図るため、環境に対して負荷の少ない増
養殖に関する調査研究に取り組む。

・海洋を効率的に利用するための漁場造成に関する調査研究 ・海洋を効率的に利用するための漁場造成に関する調査研究

ＢＢＢＢ 0000

87 Ａ

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ

89 Ａ （8課題）
　アサリ稚貝育成場の評価手法の妥当性を検証するとともに、アサリの成長因
子をほぼ特定し、アサリの新規漁場造成に寄与した。

【活用状況】
　検証済みの評価手法が、サロマ湖のアサリ礁において稚貝育成場の選定に活
用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　10人
　・実績　10,456千円

88 Ａ （14課題）
　外来種の抑制管理手法の開発に取り組んだことにより、生物多様性の保全に
寄与した。

【活用状況】
　電気ショッカーボートの有効性は五稜郭堀などで実証され、鳥取県、新潟県
などでも外来魚駆除で活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　49人
　・実績　27,976千円

0000 ＡＡＡＡ 2222

(1) 水産物の高付加価値化及び品質評価に関する技術開発（7課題）
　脱血処理技術及び処理装置を開発するとともに、脱血処理による製品の品質
向上を明らかにし、道産水産物のブランド化支援に寄与した。

【活用状況】
　標津、昆布森、釧路東部漁協において、本技術が活用された。また、本研究
をもとに、脱血処理装置の特許出願を行った。

(2) 未利用･低利用資源の有効利用技術の開発（7課題）
　パイロットスケールでのヒトデから有価物の回収技術を確立するとともに、
有用成分の機能性を明らかにし、未・低利用水産資源の有効利用に寄与した。

【活用状況】
　商品化に向けて、共同研究企業がサンプルワークを実施した。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　　　55人
　・実績　50,346千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

研究推進項目
3 森林に関する研究推進項目

(1) 地域の特性に応じた森林づくりとみどり環境の充実 (1) 地域の特性に応じた森林づくりとみどり環境の充実
ア 森林の多面的機能の発揮のための研究開発 ア 森林の多面的機能の発揮のための研究開発

道民の安全でうるおいのある暮らしを守り育むため、森林の公
益的機能の持続的発揮を図る森林管理技術や道民の森林との関わ
りを促す技術開発に取り組む。

道民の安全でうるおいのある暮らしを守り育むため、森林の公
益的機能の持続的発揮を図る森林管理技術や道民の森林との関わ
りを促す技術開発に取り組む。

・地球環境及び国土を保全する森林管理技術の研究と開発 ・地球環境及び国土を保全する森林管理技術の研究と開発

・道民の生活環境を守る森林管理技術の研究と開発 ・道民の生活環境を守る森林管理技術の研究と開発

・森林とのふれあいや道民の森林づくり活動を支援する研究と技
術開発

・森林とのふれあいや道民の森林づくり活動を支援する研究と技
術開発

イ 森林の生物多様性保全と健全性維持のための研究開発 イ 森林の生物多様性保全と健全性維持のための研究開発

森林に依存する生物の多様性を保全するとともに、健全な森林
を維持するため、生態系に配慮した森林管理技術や諸被害から森
林を守る技術開発に取り組む。

森林に依存する生物の多様性を保全するとともに、健全な森林
を維持するため、生態系に配慮した森林管理技術や諸被害から森
林を守る技術開発に取り組む。

・生物多様性を確保する森林管理技術の研究と開発 ・生物多様性を確保する森林管理技術の研究と開発

・森林・樹木の健全性を維持するための研究と技術開発 ・森林・樹木の健全性を維持するための研究と技術開発

ウ 身近なみどり環境の充実のための研究開発 ウ 身近なみどり環境の充実のための研究開発

みどり豊かな都市環境等の創出のため、新しい緑化樹等の生産
技術や地域に適した緑化の推進を図る技術開発に取り組む。

みどり豊かな都市環境等の創出のため、新しい緑化樹等の生産
技術や地域に適した緑化の推進を図る技術開発に取り組む。

・北海道の風土に適した緑化樹等の新品種や生産技術の研究と開
発

・北海道の風土に適した緑化樹等の新品種や生産技術の研究と開
発

・北国の環境に適した緑化技術や維持管理技術の研究と開発 ・北国の環境に適した緑化技術や維持管理技術の研究と開発

90 Ａ （12課題）
　防雪林造成・管理技術や法面における樹木の利用技術などの成果が得られ、
森林の多面的機能の発揮に寄与した。

【活用状況】
　土地改変地での植栽樹木の衰退への対応技術について、札幌市の緑地公園で
活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　65人
　・実績　26,862千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333

92 Ａ （9課題）
　ササを活用した法面緑化技術などの成果が得られ、身近なみどり環境の充実
に寄与した。

【活用状況】
　ササ緑化工法を商標登録した。

○資源の投入状況
　・人員　　 35人
　・実績　5,322千円

91 Ａ （13課題）
　外来種ニセアカシアの管理技術やクマゲラの簡易センサス手法などの成果が
得られ、森林の生物多様性保全と健全性維持に寄与した。

【活用状況】
  地域特性に応じた森林獣害対策について、道水産林務部、各振興局、森林室
等で活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　49人
　・実績　14,328千円

ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ

点検

評価

結果

0000
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(2) 林業の健全な発展と森林資源の循環利用の推進 (2) 林業の健全な発展と森林資源の循環利用の推進
ア 林業の持続的な発展のための研究開発 ア 林業の持続的な発展のための研究開発

森林資源の充実と持続的利用を図るため、優良な造林用品種や
育林技術の開発と林業経営の効率化に資する技術開発に取り組
む。

森林資源の充実と持続的利用を図るため、優良な造林用品種や
育林技術の開発と林業経営の効率化に資する技術開発に取り組
む。

・森林資源の充実を図る育林技術の研究と開発 ・森林資源の充実を図る育林技術の研究と開発

・森林施業の低コスト化と森林資源の高度利用を図る技術の研究
と開発

・森林施業の低コスト化と森林資源の高度利用を図る技術の研究
と開発

・新たな品種開発に向けた林木育種技術の研究と高度化 ・新たな品種開発に向けた林木育種技術の研究と高度化

イ 森林バイオマスの総合利用の推進のための研究開発 イ 森林バイオマスの総合利用の推進のための研究開発

地域に分散する森林資源のカスケード利用と化石資源との代替
を推進するため、森林バイオマスの変換技術や利用技術の研究開
発に取り組む。

地域に分散する森林資源のカスケード利用と化石資源との代替
を推進するため、森林バイオマスの変換技術や利用技術の研究開
発に取り組む。

・環境負荷の低い木材の改質・利用技術の研究と開発 ・環境負荷の低い木材の改質・利用技術の研究と開発

・森林バイオマスの成分・エネルギー利用技術の研究と開発 ・森林バイオマスの成分・エネルギー利用技術の研究と開発

(3) 技術力の向上による木材関連産業の振興 (3) 技術力の向上による木材関連産業の振興
ア 木材・木製品・木質構造物の安全性・信頼性・快適性向上のため

の研究開発
ア 木材・木製品・木質構造物の安全性・信頼性・快適性向上のため

の研究開発

木材・木製品・木質構造物の需要拡大を図るため、安全性・信
頼性の向上や居住環境の改善に向けた研究開発に取り組む。

木材・木製品・木質構造物の需要拡大を図るため、安全性・信
頼性の向上や居住環境の改善に向けた研究開発に取り組む。

・木材・木製品の耐久性、耐火性の向上及び評価技術の研究と開
発

・木材・木製品の耐久性、耐火性の向上及び評価技術の研究と開
発

・安全で合理的な木質構造物の評価・設計技術の研究と開発 ・安全で合理的な木質構造物の評価・設計技術の研究と開発

・木材利用による居住性・快適性の評価技術の研究と開発 ・木材利用による居住性・快適性の評価技術の研究と開発

ＣＣＣＣ 0000

95 Ａ （26課題）
　遮炎性能を付与した木材・アルミ複合サッシの技術移転や、長寿命化を図っ
た高耐久性木製遊具の試験設置などの成果が得られ、木製品の耐火性向上や安
全性・信頼性の高い木質構造物の設計技術開発に寄与した。

【活用状況】
　木材・アルミ複合サッシの遮炎性能付与技術がサッシメーカーの性能評価試
験に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　 94人
　・実績　30,803千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

94 Ａ （18課題）
改質木材を用いた農業用セル形成用培土の配合条件や、農産廃棄物利用ペ

レットの製造技術などの成果が得られ、森林資源のカスケード利用や森林バイ
オマスの有効利用に寄与した。

【活用状況】
  農産廃棄物利用ペレットの製造技術について、南幌町、訓子府町などへ技術
支援を行い、成果が活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　49人
　・実績　17,281千円

0000 ＣＣＣＣ 0000

93 Ａ (1)林業の持続的な発展のための研究開発（19課題）
  アオダモ植栽技術の改善やカラマツ資源の循環利用などの成果が得られ、林
業の持続的な発展に寄与した。

【活用状況】
  現時点では特になし。

(2)森林資源の循環利用の推進（5課題）
　カラマツ資源の効率的利用モデルの提案などの成果が得られ、森林資源の持
続的利用に寄与した。

【活用状況】
  カラマツ収穫予測ソフトをバージョンアップし、ホームページで公開した。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　　 108人
　・実績　34,917千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 特用林産物の高付加価値化のための研究開発 イ 特用林産物の高付加価値化のための研究開発

道産きのこの競争力強化を図るため、健康増進や食生活の多様
化など消費者ニーズに的確に対応したきのこの高付加価値化に向
けた研究開発に取り組む。

道産きのこの競争力強化を図るため、健康増進や食生活の多様
化など消費者ニーズに的確に対応したきのこの高付加価値化に向
けた研究開発に取り組む。

・機能性や食味に優れたきのこの生産・利用技術の研究と開発 ・機能性や食味に優れたきのこの生産・利用技術の研究と開発

ウ 木材加工技術や生産・流通システムの高度化のための研究開発 ウ 木材加工技術や生産・流通システムの高度化のための研究開発

道内木材産業の競争力強化を図るため、成熟期を迎えつつある
人工林資源の付加価値を高める加工技術や資源状況の変化を見据
えた生産・流通システムの構築に向けた研究開発に取り組む。

道内木材産業の競争力強化を図るため、成熟期を迎えつつある
人工林資源の付加価値を高める加工技術や資源状況の変化を見据
えた生産・流通システムの構築に向けた研究開発に取り組む。

・道産人工林材による高品質な建築材の生産技術の研究と開発 ・道産人工林材による高品質な建築材の生産技術の研究と開発

・市場性の高い木製品や機械・装置等の研究と開発 ・市場性の高い木製品や機械・装置等の研究と開発

・地域材の効率的生産・流通システムの研究と開発 ・地域材の効率的生産・流通システムの研究と開発

研究推進項目
4 産業技術に関する研究推進項目

(1) 道内産業の振興を図るための産業技術の高度化 (1) 道内産業の振興を図るための産業技術の高度化
ア ものづくり産業の高度化を推進する研究開発 ア ものづくり産業の高度化を推進する研究開発

国内外での市場競争力を有するものづくり産業の振興を図るた
め、付加価値の高い製品の生産を促進する研究や技術開発に取り
組む。

国内外での市場競争力を有するものづくり産業の振興を図るた
め、付加価値の高い製品の生産を促進する研究や技術開発に取り
組む。

・製品等の品質や付加価値の向上を図る研究や技術開発 ・製品等の品質や付加価値の向上を図る研究や技術開発

・ものづくり現場の生産技術の高度化を促進する研究や技術開発 ・ものづくり現場の生産技術の高度化を促進する研究や技術開発

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

点検

評価

結果

98 Ａ

96 Ａ （6課題）
　食用きのこ生産工程における副産物の高次利用製品の試作品製造や、これま
で栽培が困難であった機能性に優れたきのこの栽培方法の確立などの成果が得
られ、道産きのこの競争力強化に寄与した。

【活用状況】
GABA（γ-アミノ酪酸）生産プロセスについて、共同研究相手企業において

健康志向の食品素材及び加工食品の製造に向けた準備が進められるなど、成果
が活用された。

○資源の投入状況
　・人員　 　21人
　・実績　7,146千円

97 Ａ （21課題）
　トドマツ，カラマツの圧縮木材生産技術の確立や、カラマツ大径材の選別基
準や最適木取りの提案などの成果が得られ、市場性の高い木製品の開発や、道
産人工林材による高品質な建築材の生産技術開発に寄与した。

【活用状況】
受託研究の成果が、道内企業で道産カラマツを用いた2×4工法用製材のJAS

認定取得に活用された。また、わん曲集成材を用いた製品が販売された。

○資源の投入状況
　・人員　　 106人
　・実績　50,429千円

（65課題）
　マイクロフォーカスX線CTシステムによる三次元形状評価・CADデータ生成な
ど生産技術の高度化を促進する技術開発などに関する成果が得られ、付加価値
の高い製品の創出促進に寄与した。

【活用状況】
　木質ペレット品質管理マニュアルを作成し、関連事業所に広く周知・普及し
た。
　高機能プレスによる球状黒鉛鋳鉄材の塑性加工技術の開発で得られた成果を
もとに、公募型研究に採択された。
　低環境負荷型難燃性高分子系複合材料の開発で得られた成果をもとに、企業
と共同で新製品を開発した。また、関連技術の特許を出願した。

○資源の投入状況
　・人員　　     184人
　・実績　111,500千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 地域資源等の有効利用による、地域産業を振興するための研究開
発

イ 地域資源等の有効利用による、地域産業を振興するための研究開
発

活力ある地域社会の形成と健康で豊かな生活環境を実現するた
め、地域毎に異なる資源や特性を有効に活用する研究や技術開発
に取り組む。

活力ある地域社会の形成と健康で豊かな生活環境を実現するた
め、地域毎に異なる資源や特性を有効に活用する研究や技術開発
に取り組む。

・豊富な地域資源を活用した、優位性のある産業を振興するため
の研究や技術開発

・豊富な地域資源を活用した、優位性のある産業を振興するため
の研究や技術開発

・地域特性を活かし、快適で豊かな生活環境を実現するための研
究や技術開発

・地域特性を活かし、快適で豊かな生活環境を実現するための研
究や技術開発

(2) 成長が期待される新産業・新事業の創出 (2) 成長が期待される新産業・新事業の創出
ア 成長が期待される情報関連産業や健康・バイオ関連産業等を振興

するための研究開発
ア 成長が期待される情報関連産業や健康・バイオ関連産業等を振興

するための研究開発

高度情報化や高齢化社会の進展に伴い、成長が期待される情報
関連産業や健康・バイオ関連産業などの振興を図るため、高度情
報処理やバイオテクノロジーなどを活用した研究や技術開発に取
り組む。

高度情報化や高齢化社会の進展に伴い、成長が期待される情報
関連産業や健康・バイオ関連産業などの振興を図るため、高度情
報処理やバイオテクノロジーなどを活用した研究や技術開発に取
り組む。

・情報ネットワーク社会の高度化を推進する研究や技術開発 ・情報ネットワーク社会の高度化を推進する研究や技術開発

・バイオテクノロジー、ヒューマンテクノロジーなどの先端技術
を活用した創造的な研究や技術開発

・バイオテクノロジー、ヒューマンテクノロジーなどの先端技術
を活用した創造的な研究や技術開発

イ 環境と調和した産業を展開し、循環型社会を構築するための研究
開発

イ 環境と調和した産業を展開し、循環型社会を構築するための研究
開発

持続的な循環型社会を構築するため、国内外で高まる環境・エ
ネルギー制約に対応する研究や技術開発に取り組む。

持続的な循環型社会を構築するため、国内外で高まる環境・エ
ネルギー制約に対応する研究や技術開発に取り組む。

・豊かな自然を継承する環境調和型技術に関する研究や技術開発 ・豊かな自然を継承する環境調和型技術に関する研究や技術開発

・持続的な地域産業の発展を支える新エネルギー・省エネルギー
に関する研究や技術開発

・持続的な地域産業の発展を支える新エネルギー・省エネルギー
に関する研究や技術開発

・環境に配慮した産業振興に関する研究や技術開発 ・環境に配慮した産業振興に関する研究や技術開発

100 Ａ (1) 情報関連産業を振興するための研究開発（9課題）
　監視カメラ映像から運搬車両を抽出する手法及び試作機の開発など、高度情
報処理に関する技術開発の成果が得られ、情報関連産業の振興に寄与した。

【活用状況】
　中小規模ソフトウェア開発への形式手法導入に関する研究において、北海道
経済産業局との共催で形式手法普及に関するセミナーを開催し、道内企業へ技
術の重要性をアピールした。

(2) 健康・バイオ関連産業等を振興するための研究開発（8課題）
　歯や骨系細胞の培養法の開発など、先端技術を活用した技術開発の成果が得
られ、健康・バイオ関連産業などの振興に寄与した。

【活用状況】
  ヒト天然歯のバイオリサイクル医療に関して、ヒト抜去歯を冷却高速粉砕す
る装置を改良・製品化し、臨床医療への普及を進めた。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　　  59人
　・実績　14,876千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ

101 Ａ （22課題）
　防腐剤処理木材の計測システムの作成など、環境と調和した技術開発の成果
が得られ、持続的な循環型社会の構築に寄与した。

【活用状況】
　牛乳冷却機能を備えた氷蓄熱ヒートポンプ給湯システムを道内企業と共同開
発し、酪農牛舎に導入するため関連部局・業界と連携し普及を図った。

○資源の投入状況
　・人員　　　94人
　・実績　24,333千円

0000 ＣＣＣＣ 0000

99 Ａ （11課題）
　コンブ作業省力化スーツの試作及び生体情報計測試験による負荷データ測定
など、地域資源を活用した産業振興のための研究に関する成果が得られ、地域
毎に異なる資源や特性の有効活用に寄与した。

【活用状況】
ふ化促進物質吸着に優れたトマト栽培用培地の開発で得られた成果をもと

に、関連技術の特許を出願した。
　えびかご漁業用ロングライフ人工餌料製造システム開発で得られた成果をも
とに、関連技術の特許を出願した。

○資源の投入状況
　・人員　　  52人
　・実績　26,447千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(3) 一層の競争力を持った道産食品を生み出す力強い食品工業の構築 (3) 一層の競争力を持った道産食品を生み出す力強い食品工業の構築

ア 食品の高付加価値化や安全・安心を推進する研究開発 ア 食品の高付加価値化や安全・安心を推進する研究開発

豊富な地域資源を利活用した食品工業の振興と食クラスターの
推進に向けて、安心・安全で付加価値の高い商品づくりを目指す
研究や技術開発に取り組む。

豊富な地域資源を利活用した食品工業の振興と食クラスターの
推進に向けて、安心・安全で付加価値の高い商品づくりを目指す
研究や技術開発に取り組む。

・食品の美味しさや機能性の評価及び製造技術の高度化に関する
研究や技術開発

・食品の美味しさや機能性の評価及び製造技術の高度化に関する
研究や技術開発

・食品の安全性を高める製造・保存技術の高度化に関する研究や
技術開発

・食品の安全性を高める製造・保存技術の高度化に関する研究や
技術開発

イ ブランド力の向上や新たな市場に対応する研究開発 イ ブランド力の向上や新たな市場に対応する研究開発

高齢化の進展や国際化に対応するため、新たな市場向けの製品
づくりやブランド力を向上する研究や技術開発に取り組む。

高齢化の進展や国際化に対応するため、新たな市場向けの製品
づくりやブランド力を向上する研究や技術開発に取り組む。

・地域農畜水産物の新規用途開発、高次加工技術に関する研究や
技術開発

・地域農畜水産物の新規用途開発、高次加工技術に関する研究や
技術開発

・高齢者や海外向け食品など市場ニーズに基づいた商品開発に関
する研究や技術開発

・高齢者や海外向け食品など市場ニーズに基づいた商品開発に関
する研究や技術開発

ウ 食品系バイオマスの高度利用に関する研究開発 ウ 食品系バイオマスの高度利用に関する研究開発

食品系バイオマスの高度利用のため、各種原料素材としての活
用に関する研究や技術開発に取り組む。

食品系バイオマスの高度利用のため、各種原料素材としての活
用に関する研究や技術開発に取り組む。

・農畜水産物や食品加工副産物などの活用に関する研究や技術開
発

・農畜水産物や食品加工副産物などの活用に関する研究や技術開
発

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ 0000

104 Ａ （6課題）
　食品系バイオマスの高度利用のための研究成果が得られ、各種原料素材とし
ての活用に寄与した。

【活用状況】
　チーズホエイを活用した調味料の製造技術の確立など、道内企業への技術移
転により、成果が活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　 14人
　・実績　8,692千円

103 Ａ （14課題）
　えん下機能の低下等に対応した高齢者向け食材の加工技術を確立し、道内企
業への技術移転を進めるなど、高齢化の進展に対応する研究の成果が得られ、
新たな市場向けの製品づくりに寄与した。

【活用状況】
　高齢者向けニンジン・ダイコンの加工技術や現場での簡易な物性測定方法を
確立し、道内企業に技術移転するなど、成果が活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　35人
　・実績　30,612千円

102 Ａ （24課題）
　漬物の殺菌技術の技術移転などの成果が得られ、安全で付加価値の高い商品
づくりに寄与した。

【活用状況】
　実験室レベルで確立した漬物の殺菌技術を用いて、道内企業が試作品を製造
するなど、成果が活用された。

○資源の投入状況
　・人員　　　81人
　・実績　51,832千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

研究推進項目
5 環境及び地質に関する研究推進項目

(1) 循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な社会の実現 (1) 循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な社会の実現

ア 地域から取り組む地球環境の保全に関する研究 ア 地域から取り組む地球環境の保全に関する研究

地球規模の環境変動による影響を把握し、将来にわたって良好
な環境を維持するため、環境モニタリングや保全に関する調査研
究に取り組む。

地球規模の環境変動による影響を把握し、将来にわたって良好
な環境を維持するため、環境モニタリングや保全に関する調査研
究に取り組む。

・広域的な環境質の変動とその影響に関する調査研究 ・広域的な環境質の変動とその影響に関する調査研究

イ 生物多様性の保全に関する研究 イ 生物多様性の保全に関する研究

北海道の良好な自然環境を将来にわたって維持するため、生物
多様性の保全に関する調査研究に取り組む。

北海道の良好な自然環境を将来にわたって維持するため、生物
多様性の保全に関する調査研究に取り組む。

・生態系の機構の解明及び保全に関する調査研究 ・生態系の機構の解明及び保全に関する調査研究

・野生生物種の生態及び保全に関する調査研究 ・野生生物種の生態及び保全に関する調査研究

・野生動物個体群の保護管理に関する調査研究 ・野生動物個体群の保護管理に関する調査研究

ウ 安全・安心な地域環境の確保に関する研究 ウ 安全・安心な地域環境の確保に関する研究

道民の健康の保護及び快適な生活環境の確保を図るため、環境
汚染の低減と未然防止につながる発生源監視や環境モニタリング
などの調査研究に取り組む。

道民の健康の保護及び快適な生活環境の確保を図るため、環境
汚染の低減と未然防止につながる発生源監視や環境モニタリング
などの調査研究に取り組む。

・良好な大気環境の保全に関する調査研究 ・良好な大気環境の保全に関する調査研究

・健全な水環境の保全に関する調査研究 ・健全な水環境の保全に関する調査研究

・化学物質の環境リスクに関する調査研究 ・化学物質の環境リスクに関する調査研究

0000 00004444 ＢＢＢＢ

107 Ａ （28課題）
　大気・水・化学物質など有害物質に係るモニタリング調査や、騒音や振動な
どに係る調査及び地域環境の調査を行い、安全な地域環境の確保に向けた取組
に寄与した。

【活用状況】
　本研究で得られた評価・調査結果は、道や北海道環境審議会において活用さ
れた。
　
○資源の投入状況
　・人員　   123人
　・実績　45,862千円

105 Ａ （8課題）
　酸性雨による酸性化・土壌汚染、越境大気汚染の動向・評価、粒子物質の摂
取・成分分析等のモニタリングや調査研究を実施し、得られたパッシブサンプ
ラーの改良等について学会での成果発表を行い、地域での環境保全の取組に寄
与した。

【活用状況】
　本研究で得られた成果は、全国地方環境研究所協議会が行うガス状物質のモ
ニタリングに活用された。

○資源の投入状況
　・人員    　34人
　・実績　10,149千円

ＳＳＳＳ 0000 ＣＣＣＣ

106 Ａ （19課題）
　生物多様性保全モニタリングに関する研究成果のほか、エゾシカやヒグマの
生息環境に関する研究成果などが得られ、本道の生物多様性の保全に寄与する
とともに、道の施策推進に寄与した。

【活用状況】
　北海道生物多様性保全計画（7月）、渡島半島ヒグマ保護管理計画（第2期）
策定（7月）、エゾシカ可猟区域決定（8月）、エゾシカ保護管理検討会（6，3
月）及び北海道希少野生動植物保護対策検討委員会（12，3月）等において調
査結果が活用された。

○資源の投入状況
　・人員　    62人
　・実績　29,955千円

ＡＡＡＡ

点検

評価

結果
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

エ 循環型社会の形成に関する調査研究 エ 循環型社会の形成に関する調査研究

北海道における循環型社会の形成を推進するため、物質収支シ
ステム等の解明に取り組む。

北海道における循環型社会の形成を推進するため、物質収支シ
ステム等の解明に取り組む。

・持続可能な物質収支システム等に関する調査研究 ・持続可能な物質収支システム等に関する調査研究

(2) 地質災害・沿岸災害の防止と被害の軽減 (2) 地質災害・沿岸災害の防止と被害の軽減
ア 地震・火山噴火・地すべり等の地質災害の防止と被害軽減のた

めの調査研究
ア 地震・火山噴火・地すべり等の地質災害の防止と被害軽減のた

めの調査研究

安全・安心な地域社会を目指し、地質災害の防止、災害発生時
の被害の軽減を図るため、地質現象を観測し、特性の把握に取り
組む。

安全・安心な地域社会を目指し、地質災害の防止、災害発生時
の被害の軽減を図るため、地質現象を観測し、特性の把握に取り
組む。

・活断層・地震断層の実態と活動特性の解明に関する調査研究 ・活断層・地震断層の実態と活動特性の解明に関する調査研究

・主な活火山の地球科学的観測と活動評価に関する調査研究 ・主な活火山の地球科学的観測と活動評価に関する調査研究

・地すべり活動度評価に関する調査研究 ・地すべり活動度評価に関する調査研究

イ 海岸浸食・油汚染等の沿岸災害の防止と被害軽減のための調査研
究

イ 海岸浸食・油汚染等の沿岸災害の防止と被害軽減のための調査研
究

安全・安心な地域社会を目指し、沿岸域における災害の防止、
災害発生時の被害の軽減を図るため、沿岸域の特性の解明に取り
組む。

安全・安心な地域社会を目指し、沿岸域における災害の防止、
災害発生時の被害の軽減を図るため、沿岸域の特性の解明に取り
組む。

・沿岸域における土砂や漂流物質の挙動及び対策手法に関する調
査研究

・沿岸域における土砂や漂流物質の挙動及び対策手法に関する調
査研究

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

110 Ａ （2課題）
　サハリン石油開発における災害・流出油影響評価や、海岸線の保全基本情報
整備に関する研究などから成果が得られ、海岸浸食・油汚染等の沿岸災害の防
止と被害軽減に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
  漂着油を追跡する漂流ブイが製品化された。海岸浸食については、今後、他
海域への活用を検討する。

○資源の投入状況
　・人員    　5人
　・実績　3,832千円

109 Ａ （14課題）
　自然災害リスク評価手法の開発、活断層調査、火山観測、土砂災害軽減のた
めの評価手法の開発などから成果が得られ、地震・火山噴火・地すべり等の地
質災害の防止と被害軽減に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
　札幌管区気象台との連携協定に基づいてデータの迅速な活用が図られた。
　地すべり分布に関するGIS情報をホームページで公開し、利用が始まった。
　活断層に関する公募型研究の成果は、国の地震調査研究推進本部における活
断層評価見直し作業に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　    42人
　・実績　42,446千円

108 Ａ （3課題）
　廃棄物処分場における調査や防腐剤処理木材の有効利活用に関する調査研究
を行い、木質バイオマスのリサイクルなどの成果が得られ、循環型社会の形成
に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
　木質バイオマスのリサイクル活用成果を踏まえ、大学等と廃材リサイクル製
品材用の開発を進めた。

○資源の投入状況
　・人員     14人
　・実績　1,845千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(3) 資源の適正な開発・利用と環境保全 (3) 資源の適正な開発・利用と環境保全
ア 岩石・鉱物資源の開発と地質汚染対策のための調査研究及び技術

開発
ア 岩石・鉱物資源の開発と地質汚染対策のための調査研究及び技術

開発

持続可能な地域社会の実現のため、岩石・鉱物資源の利活用を
図るとともに、環境に調和した開発利用と保全技術の開発に取り
組む。

持続可能な地域社会の実現のため、岩石・鉱物資源の利活用を
図るとともに、環境に調和した開発利用と保全技術の開発に取り
組む。

・岩石・鉱物等の資源評価と利用及び特性に関する調査研究 ・岩石・鉱物等の資源評価と利用及び特性に関する調査研究

・地質由来有害物質の挙動の研究と鉱害防止対策技術の研究及び
開発

・地質由来有害物質の挙動の研究と鉱害防止対策技術の研究及び
開発

イ 地熱温泉・地下水の適正な開発・利用・保全のための調査研究 イ 地熱温泉・地下水の適正な開発・利用・保全のための調査研究

持続可能な地域社会の実現のため、地熱温泉や地下水の持続可
能な利用促進、資源評価及び保全に関する研究に取り組む。

持続可能な地域社会の実現のため、地熱温泉や地下水の持続可
能な利用促進、資源評価及び保全に関する研究に取り組む。

・地熱温泉の資源評価と適正利用及び保全に関する調査研究 ・地熱温泉の資源評価と適正利用及び保全に関する調査研究

・持続的な地下水資源の利用と地下水環境に関する調査研究 ・持続的な地下水資源の利用と地下水環境に関する調査研究

ウ 沿岸環境保全のための調査研究 ウ 沿岸環境保全のための調査研究

沿岸域の持続可能な利用を行うため、沿岸域や河川の地質現象
を観測し、特性の把握に取り組む。

沿岸域の持続可能な利用を行うため、沿岸域や河川の地質現象
を観測し、特性の把握に取り組む。

・河川及び沿岸域における水質及び底質変動要因と対策手法に関
する調査研究

・河川及び沿岸域における水質及び底質変動要因と対策手法に関
する調査研究

・沿岸域における海洋特性の長期的変遷に関する広域観測及び定
点観測

・沿岸域における海洋特性の長期的変遷に関する広域観測及び定
点観測

111 Ａ (1) 岩石・鉱物資源の開発（3課題）
　砕石資源の開発可能性評価支援ツールの開発やコンクリート内骨材反応性、
非金属資源の評価に関する研究開発などから成果が得られ、資源の適正な開
発・利用に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
  非金属資源の研究成果は、特許出願へと発展した。

(2) 地質汚染対策のための調査研究及び技術開発（3課題）
　植物を利用した環境浄化技術などから成果が得られ、環境保全に向けた取組
に寄与した。

【活用状況】
  人工湿地技術は、国の機関等へ普及した。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　   16人
　・実績　8,248千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ

113 Ａ （3課題）
　流域生態系の動植物に及ぼす影響の解明や海洋モニタリングなどから成果が
得られ、沿岸環境保全に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
小樽運河の観測データは、小樽市のモニタリングデータとの比較に活用さ

れ、環境改善方針として利用された。また、海洋モニタリングデータは、小樽
漁協など海洋関係者に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　    9人
　・実績　2,825千円

112 Ａ （11課題）
　各地域における温泉資源の開発・利用や適正管理、地下水管理・利用に関す
る研究などから成果が得られ、地熱温泉や地下水の適正な開発・利用保全に向
けた取組に寄与した。

【活用状況】
  道の温泉施策での活用や、対象地域の温泉湯量確保と効率的な管理システム
に活用された。地下水の長期的なモニタリングデータは、関係機関に活用され
た。

○資源の投入状況
　・人員　    29人
　・実績　11,233千円

0000 ＣＣＣＣ 0000
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(4) 環境及び地質に関する情報基盤の整備と高度利用 (4) 環境及び地質に関する情報基盤の整備と高度利用
ア 環境及び地質に係る情報基盤の整備と高度利用に関する調査研究

及び技術開発
ア 環境及び地質に係る情報基盤の整備と高度利用に関する調査研究

及び技術開発

環境及び地質に関する情報の普及と利活用の促進のため、基盤
となる情報の整備・公開に取り組むとともに、情報の解析・共有
手法などの高度利用に関する調査研究及び技術開発に取り組む。

環境及び地質に関する情報の普及と利活用の促進のため、基盤
となる情報の整備・公開に取り組むとともに、情報の解析・共有
手法などの高度利用に関する調査研究及び技術開発に取り組む。

・環境モニタリング、GIS情報等の整備・管理及び解析・適用に
関する調査研究

・環境モニタリング、GIS情報等の整備・管理及び解析・適用に
関する調査研究

・基盤情報としての地質・地質環境・防災に関する情報の整備・
高度化

・基盤情報としての地質・地質環境・防災に関する情報の整備・
高度化

・環境情報の普及・利活用促進及び環境教育等に関する研究 ・環境情報の普及・利活用促進及び環境教育等に関する研究

研究推進項目
6 建築に関する研究推進項目

(1) 建築、まちづくり分野における環境負荷の低減 (1) 建築、まちづくり分野における環境負荷の低減
ア 快適性、経済性と調和した省エネルギー技術の研究開発 ア 快適性、経済性と調和した省エネルギー技術の研究開発

建築物の環境負荷の低減を実現するため、快適性と経済性を考
慮した省エネルギー技術や建築設備システムの研究開発に取り組
む。

建築物の環境負荷の低減を実現するため、快適性と経済性を考
慮した省エネルギー技術や建築設備システムの研究開発に取り組
む。

・高断熱外皮システムなど環境負荷低減のための要素技術の開発 ・高断熱外皮システムなど環境負荷低減のための要素技術の開発

・地域性を考慮した建築・設備システムによる省エネルギー技術
の開発

・地域性を考慮した建築・設備システムによる省エネルギー技術
の開発

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333 ＢＢＢＢ 0000

114 Ａ (1) 環境情報の整備と高度利用のための研究開発（6課題）
　衛星画像等を用い、湿原の炭素動態の把握、湿原・湖沼生態系総合監視シス
テムの構築、湿原モニタリング手法の開発などの成果が得られ、情報の高度利
用に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
  環境省自然再生協議会等において、研究成果が活用された。

(2) 地質に関する基盤情報整備と高度化のための研究開発（10課題）
  ボーリングデータベースの構築、デジタル地質図の作成、防災データマップ
の開発などから成果が得られ、情報基盤整備に向けた取組に寄与した。地質学
に基づく観光資源情報の発信試験を実施した。

【活用状況】
  地質学的観光資源情報の発信試験の結果は、登別観光協会において活用され
た。

○資源の投入状況（(1)(2)）
　・人員　   65人
　・実績　15,851千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 1111 0000

点検

評価

結果

115 Ａ （11課題）
外装一体型断熱材･工法の改修施工技術の構築、断熱材の長期性能維持や窓

の断熱性をはじめとする諸性能の向上、住宅用の床下空間活用型のヒートポン
プ暖房システムの構築等の成果が得られ、快適性や経済性と調和した省エネル
ギー技術、地域性を考慮した省エネルギー技術の開発に寄与した。

【活用状況】
　ヒートポンプを活用した未利用空間利用空調技術は、民間企業等によるシス
テム開発に活用された。
　高効率な床下換気暖房システムの設計・運用手法は、民間企業等によるモデ
ル住宅に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　    40人
　・実績　12,638千円

ＢＢＢＢ 0000 ＣＣＣＣ

40



№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

イ 未利用エネルギー・創エネルギーの活用技術及びエコマテリアル
に関する研究開発

イ 未利用エネルギー・創エネルギーの活用技術及びエコマテリアル
に関する研究開発

資源の地域循環を図るため、未利用エネルギーの活用や地域資
源を活用した建材の研究開発に取り組む。

資源の地域循環を図るため、未利用エネルギーの活用や地域資
源を活用した建材の研究開発に取り組む。

・太陽エネルギーや地中熱などの活用に関する技術開発 ・太陽エネルギーや地中熱などの活用に関する技術開発

・地域資源を活用した建材に関する技術開発 ・地域資源を活用した建材に関する技術開発

ウ 北海道らしい環境に配慮したまちづくりを進めるための研究開発 ウ 北海道らしい環境に配慮したまちづくりを進めるための研究開発

環境に配慮したまちづくりに向けて、積雪寒冷・成熟社会に対
応したまちづくりの研究開発に取り組む。

環境に配慮したまちづくりに向けて、積雪寒冷・成熟社会に対
応したまちづくりの研究開発に取り組む。

・積雪寒冷地でのコンパクトなまちづくりに関する調査研究 ・積雪寒冷地でのコンパクトなまちづくりに関する調査研究

117 Ａ （1課題）
　既存市街地の再編・活性化の手法や、除雪エネルギー、環境負荷、維持費用
をそれぞれ低減させるマネジメントシステムについて成果が得られ、北海道ら
しい環境に配慮したまちづくりに寄与した。

【活用状況】
　人口減少都市（旧産炭地）における公営住宅の再編に関する研究の成果は、
夕張市の公営住宅再編方針に活用された。
　高齢化する郊外ニュータウンの活性化のための研究の成果は、北広島団地活
性化計画の策定に活用されたほか、市民向けの講演会やシンポジウム（恵庭・
北広島）を行った。
　ニュータウン再生のための住み替え支援システムは、石狩振興局主催の道・
市町村職員共同政策研究会において活用された（23年度も継続実施）。

○資源の投入状況
　・人員　   1人
　・実績　1,365千円

116 Ａ （8課題）
　屋根一体型の高効率な太陽熱給湯システムの構築、地盤熱源ヒートポンプの
新たな採熱方法の確立や、道産品を原料とする外装材・断熱材など複数の建材
の製品化についての成果が得られ、未利用エネルギーなどの活用技術の開発に
寄与した。

【活用状況】
　水平採熱管によるヒートポンプ暖房の可能性を明らかにし、企業等への技術
移転に取り組んだ。
　太陽熱給湯システムの成果は、民間企業等の試作品に反映し、コスト削減に
向けた新たな研究の基礎として活用された。

住宅におけるCO2削減に関する取組手法と効果予測について、道の施策等に
活用された。

○資源の投入状況
　・人員    　29人
　・実績　12,333千円
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(2) 快適で安全・安心な住環境の創出 (2) 快適で安全・安心な住環境の創出
ア 北国の暮らしを支える良質な住宅ストック形成に向けた研究開発 ア 北国の暮らしを支える良質な住宅ストック形成に向けた研究開発

豊かな北国のくらしの実現に向けて、住環境の向上や北方型住
宅を推進するための研究開発に取り組む。

豊かな北国のくらしの実現に向けて、住環境の向上や北方型住
宅を推進するための研究開発に取り組む。

・健康や福祉を支える居住環境に関する調査研究 ・健康や福祉を支える居住環境に関する調査研究

・北海道にふさわしい北方型住宅の新たな展開に関わる調査研究 ・北海道にふさわしい北方型住宅の新たな展開に関わる調査研究

イ 建築物の安全性確保・向上に関する研究開発 イ 建築物の安全性確保・向上に関する研究開発

地震や火災、雪に対する建築物の安全性を確保するため、耐
震・防火性能の向上や雪処理に関する研究開発に取り組む。

地震や火災、雪に対する建築物の安全性を確保するため、耐
震・防火性能の向上や雪処理に関する研究開発に取り組む。

・建築物の構造性能に関する調査研究と技術開発 ・建築物の構造性能に関する調査研究と技術開発

・住宅及び一般建築物の屋根・敷地内の雪対策に関する技術開発 ・住宅及び一般建築物の屋根・敷地内の雪対策に関する技術開発

・高断熱壁体の防火性能に関する調査研究 ・高断熱壁体の防火性能に関する調査研究

・建築物の耐震改修の促進を支援する調査研究 ・建築物の耐震改修の促進を支援する調査研究

ウ 安全で安心なまちづくりに関する研究開発 ウ 安全で安心なまちづくりに関する研究開発

安全で安心して暮らせるまちづくりに向けて、自然災害や犯罪
事故の被害を軽減する研究開発に取り組む。

安全で安心して暮らせるまちづくりに向けて、自然災害や犯罪
事故の被害を軽減する研究開発に取り組む。

・地域の自然災害対策を支援する調査研究 ・地域の自然災害対策を支援する調査研究

・都市における強風・豪雪対策に関する調査研究 ・都市における強風・豪雪対策に関する調査研究

・犯罪や事故に対して安全・安心なまちづくりに関する調査研究 ・犯罪や事故に対して安全・安心なまちづくりに関する調査研究

0000 ＣＣＣＣ 0000
118 Ａ （10課題）

　住戸内での騒音・乾燥感を低減する環境制御方法や、福祉を支える住環境の
向上のほか、新築戸建て住宅の環境性能の導入技術等について、一部成果が得
られ、北国の暮らしを支える住環境技術等の向上に寄与した。
　
【活用状況】
　地方都市における民間賃貸住宅の性能表示手法は、東神楽町で活用された。
　新しい北方型住宅に関する研究の成果は、道の施策検討に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　    43人
　・実績　13,820千円

ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 3333

119 Ａ （19課題）
　耐力面材及び工法の開発のほか、設計時の積雪分布予測コンピュータシステ
ム開発などの成果が得られ、地震や火災、雪に対する建築物の安全性の確保に
寄与した。

【活用状況】
　金属折板屋根における積雪障害改善に関する成果は、民間企業等の新たな製
品開発の基礎データとして活用された。
　既存木造住宅の耐震性能の実態把握に関する基礎資料は、市町村の耐震改修
促進計画策定や道の計画見直しに活用された。
　高層公共賃貸住宅の雪対策手法は、旭川市の公営住宅の実施設計に活用され
た。

○資源の投入状況
　・人員　　　44人
　・実績　27,729千円

120 Ａ （5課題）
　都市災害対策についてのデータベースの構築のほか、自然災害リスク評価手
法の開発や、竜巻等突風災害対策マニュアル及び雪害を対象としたリスクマネ
ジメントの作成といった成果が得られ、安全に暮らせるまちづくりに寄与し
た。

【活用状況】
　想定地震決定手法、地震被害想定手法・ツールの開発、都市災害データベー
ス構築などの成果は、道の想定地震見直し及び地域防災計画の見直しに活用さ
れた。
　防犯に関する成果は、旭川市近文地区の防犯活動に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　 　11人
　・実績　6,053千円

ＢＢＢＢ
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№中　　期　　計　　画 22　 年 　度 　計 　画 自　己　点　検　・　評　価　（　実　績　等　）

(3) 自立型経済を支援する住宅・建築産業の活性化 (3) 自立型経済を支援する住宅・建築産業の活性化
ア 建築物のファシリティマネジメントに関する研究開発 ア 建築物のファシリティマネジメントに関する研究開発

建築物の長寿命化や有効活用を図るため、耐久性と保全・運用
エネルギーの削減に関する研究開発に取り組む。

建築物の長寿命化や有効活用を図るため、耐久性と保全・運用
エネルギーの削減に関する研究開発に取り組む。

・材料・部材の耐久性などの品質・性能に関する技術開発 ・材料・部材の耐久性などの品質・性能に関する技術開発

・建築物の保全に関する技術開発 ・建築物の保全に関する技術開発

・建築物の運用エネルギーの低減に関する調査研究 ・建築物の運用エネルギーの低減に関する調査研究

イ 成熟社会における地域マネジメント手法の研究開発 イ 成熟社会における地域マネジメント手法の研究開発

成熟社会に対応した地域の活性化を図るため、地域の整備や維
持のあり方等のマネジメントに関する研究開発に取り組む。

成熟社会に対応した地域の活性化を図るため、地域の整備や維
持のあり方等のマネジメントに関する研究開発に取り組む。

・地域の活性化を図るための住宅等整備に関する調査研究 ・地域の活性化を図るための住宅等整備に関する調査研究

・高齢化、人口減少社会に対応した地域づくりに関する調査研究 ・高齢化、人口減少社会に対応した地域づくりに関する調査研究

ＣＣＣＣ 0000ＳＳＳＳ 0000 ＡＡＡＡ 2222 ＢＢＢＢ 0000

122 Ａ （5課題）
　賃貸住宅の供給を自治体が支援する手法や、市町村公営住宅の整備手法等に
ついての成果が得られ、地域の整備や維持など運営管理等に寄与した。

【活用状況】
　賃貸住宅供給手法に関する研究成果は、東神楽町、中川町で活用された。
　地域マネジメントの一手法として提案した、公営住宅の整備・運用手法は、
道営住宅の計画策定に活用された。低コスト・省エネの木造公営住宅モデルプ
ランを提案し、夕張市や東川町、乙部町、下川町などで活用された。
　公営住宅再編計画を中核とした地域づくりについては、夕張市をモデルとし
た具体的手法を提示した。
　高齢化する郊外ニュータウン活性化のための研究の成果は、北広島団地活性
化計画の策定に活用されたほか、市民向けの講演会やシンポジウム（恵庭・北
広島）を行った。
　ニュータウン再生のための住み替え支援システムは、石狩振興局主催の道・
市町村職員共同政策研究会において活用された（23年度も継続実施）。

○資源の投入状況
　・人員　   13人
　・実績　4,367千円

121 Ａ （12課題）
　耐久性の高い外装システムの開発や、タイル貼り外断熱外壁の耐久性に関す
る技術資料の作成のほか、凍害劣化度評価に係る資料整備等の成果が得られ、
建築物の長寿命化や有効活用を図るための、耐久性の確保と保全・運用エネル
ギーの削減に向けた取組に寄与した。

【活用状況】
塩ビサイディングによる超長期住宅外装システムで開発した付加断熱工法

は、民間企業に技術移転された。
　タイル貼り外張断熱壁工法の耐久性能を明らかにし、長寿命建物の材料選定
に活用された。

○資源の投入状況
　・人員　    41人
　・実績　10,022千円
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ⅢⅢⅢⅢ    その他の実績その他の実績その他の実績その他の実績    

 

１ 決算、収支計画及び資金計画 

別紙のとおり 

 

２  短期借入金の限度額 

 

 （１）平成22年度の計画 

①短期借入金の限度額 

      35億円 

   ②想定される理由 

      運営費交付金の受入れ遅延及び事故発生等により、緊急に必要と 

なる対策費として、借り入れすること。 

 

 （２）平成22年度の実績 

   該当なし 

 

３  重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 

 

 （１）平成22年度の計画 

      該当なし 

 

 （２）平成22年度の実績 

   該当なし 

 

４ 剰余金の使途 

 

 （１）平成22年度の計画 

     決算において剰余金が発生した場合は、業務運営の質の向上及び組 

織運営の改善に充てる。 

 

 （２）平成22年度の実績 

   該当なし 

 

 

 

 

５ 施設及び設備に関する計画 

 

 （１）平成22年度の計画 

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 

施設整備事業費 ３１８  施設整備費補助金 

 

 （２）平成22年度の実績 

施設・設備の内容 実績額(百万円) 財  源 

施設整備事業費 ２８４  施設整備費補助金 

 

６ 人事に関する計画 

 

  （１）平成22年度の計画 

Ⅱ項目別実績第２の３「人事の改善」に記載のとおり 

 

 （２）平成22年度の実績 

Ⅱ項目別実績第２の３「人事の改善」に記載のとおり 

 



（別紙）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差額（決算－予算） 備考

収入

運営費交付金 13,792 13,792 －

施設整備等整備費補助金 318 284 ▲ 34

自己収入 395 359 ▲ 37

依頼試験手数料等 212 196 ▲ 16

財産売払収入 144 119 ▲ 26

知的財産関連収入 22 20 ▲ 2

雑収入 17 24 7

受託研究等収入及び寄附金収入等 1,469 1,299 ▲ 170

受託研究等収入等 1,469 1,286 ▲ 183

循環資源利用促進基金収入 － 13 13

補助金収入 190 220 30

計 16,164 15,953 ▲ 211

支出

研究経費 895 745 ▲ 150

一般管理費 2,850 2,492 ▲ 359

人件費 10,442 9,754 ▲ 688

受託研究等経費及び寄附金事業費等 1,469 1,282 ▲ 187

受託研究等経費等 1,469 1,271 ▲ 198

循環資源利用促進基金事業費 － 11 11

施設整備等整備費補助金 318 284 ▲ 34

補助金 190 218 28

計 16,164 14,774 ▲ 1,390

収入－支出 － 1,179 1,179

　（注）金額の端数処理は百万円未満を四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないことがあります。

平成２２年度　決算
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（別紙）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差額（決算－予算） 備考

費用の部

経常費用 16,399 15,613 ▲ 786

業務費 2,469 1,886 ▲ 583

研究経費 1,000 656 ▲ 344

受託研究費等 1,469 1,226 ▲ 243

循環資源利用促進基金事業費 － 4 4

一般管理費 2,850 2,530 ▲ 320

人件費 10,442 9,965 ▲ 477

役員人件費 53 36 ▲ 17

職員人件費 10,389 9,929 ▲ 460

減価償却費 638 1,232 594

収益の部

経常収益 16,399 16,510 111

運営費交付金 13,722 13,441 ▲ 281

依頼試験手数料等収益 212 196 ▲ 16

財産売払収益 144 119 ▲ 25

知的財産関連収益 22 20 ▲ 2

受託研究等収益 1,469 1,261 ▲ 208

補助金収益 175 196 21

補助金収益（循環資源利用促進基金） － 4 4

雑益 17 23 6

施設費収益 － 76 76

資産見返運営費交付金戻入 14 4 ▲ 10

資産見返補助金等戻入 3 1 ▲ 2

資産見返寄附金戻入 － 2 2

資産見返物品受贈額戻入 621 1,169 548

純利益 － 897 897

総利益 － 897 897

　（注）金額の端数処理は百万円未満を四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないことがあります。

平成２２年度　収支計画
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（別紙）

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差額（決算－予算） 備考

資金支出 16,164 22,474 6,310

業務活動による支出 15,761 12,846 ▲ 2,915

投資活動による支出 403 7,008 6,605

財務活動による支出 － 53 53

翌年度への繰越金 － 2,567 2,567

資金収入 16,164 22,474 6,310

業務活動による収入 15,846 16,025 179

運営費交付金による収入 13,792 13,792 －

依頼試験手数料収入 212 185 ▲ 27

財産売払収入 144 117 ▲ 27

知的財産関連収入 22 19 ▲ 3

受託研究等収入 1,469 1,120 ▲ 349

補助金収入 190 202 12

補助金収入（循環資源利用促進基金） － 500 500

その他の収入 17 90 73

投資活動による収入 318 6,449 6,131

施設費による収入 318 49 ▲ 269

その他の収入 － 6,400 6,400

財務活動による収入 － － －

前年度からの繰越金 － － －

　（注）金額の端数処理は百万円未満を四捨五入しておりますので、合計金額と一致しないことがあります。
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